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議案第 1 号

令和 4 年度船橋市一般会計予算

令和 4 年度船橋市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第 1 条歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 2 3 0 , 4 4 0 ,  0 0 0 千円と定める。

2  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、 「第 1 表 歳入歳出予算」に

よる。

（債務負担行為）

第 2 条 地方自治法（昭和 2 2 年法律第 6 7 号）第 2 1  4 条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、 「第 2 表 債務負担行為」による。

（地方債）

第 3 条 地方自治法第 2 3  0 条第 1 項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、 「第 3 表 地方債」による。

（一時借入金）

第 4 条 地方自治法第 2 3  5 条の 3 第 2 項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

1 5 ,  0 0 0 ,  0 0 0 千円と定める。

（歳出予算の流用）

第 5 条 地方自治法第 2 2  0 条第 2 項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合に

おける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。

令和 4 年 2 月 1 5 日提出

船橋市長 松戸 徹
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第 1表歳入歳出予算

歳 入 （単位：千円）

款 項 金 額

10 市税 102,515,300 
/9 

10 市民税 50,284, 100 
～・/- ‘`

15 固定資産税 37,958,300 
• -• ロ・ — . -^' ，.^-- 一^

20 軽自動車税 703,500 
- · 、 ~ / ‘―  

25 市たばこ税 3,566,000 
-- - ~ - - - - - ー・ ・ ー・ 一-----

30 特別上地保有税 100 
- .  

32 入湯税 2,800 

35 事業所税 2,022, 100 
`~ , 心- 9-

40 都市計画税 7,978,400 
ヽ ― . ． : : -

15 地方譲与税 942,100 

12 地方揮発油譲与税 221,200 

15 自動車重量譲与税 629,900 

20 地方道路譲与税 100 
一9

22 森林環境譲与税 68,300 
F - -^ ---―-- -- • 9 心 ー• - -- ヘ・ ヽ ヽ し • 一 • 9 ヽ ーゴゴー ↓～言 ・一

25 特別とん譲与税 22,600 
- --- 9 . ．．～:  —~/ --- - - ------------~-------------~-

20 利子割交付金 57,100 
.．:..ー- - ~  -~:—~ - :．．．J  

10 利子割交付金 57, 100 
---^,.-—• --9- 9  ~•-9.9 - - - • • • • ヽ

__ _ , _  ’一S パ・』 ~’" ～ 9  

21 配当割交付金 765,900 
l  / ‘ • バ

10 配当割交付金 765,900 
9~- - .  -ロ・ ·~- -------------~ 

23 株式等譲渡所得割交付金 631,700 
l  ~ - - - -- ..-~”-~, _--~ - - - 、 ． ． - - - - - - - - - - - -

10 株式等譲渡所得割交付金 631,700 
.  . . ,．ーー，‘~＾ t  - 9 ヽ — - - - - - ~ - ． ヽ ' . - - . 9 一． ~ • - 一、 一・:r,~ -- ~  

24 地方消費税交付金 14,432,400 
| ， ． " 9 - 』 二 9 - ~ - ： — - 、 - — - . - ―”- - ― J→ 

10 地方消費税交付金 14,432,400 
-- • 一ー 、 ~ ヽ • 9 t  .．-～9  ~  

、/ ----~ "---- ・ 人• 一
/  ~ ~  

25 ゴルフ場利用税交付金 3,400 
l —-? t - ~  --------. ,—-

10 ゴルフ場利用税交付金 3,400 

26 法人事業税交付金 1,016,600 
- - - - -←‘- - - -ー- 1  - -.-——- ------

10 法人事業税交付金 1,016,600 
＾ ｀ 

30 自動車取得税交付金 100 

10 自動車取得税交付金 100 
l ”  

31 環境性能割交付金 180,600 
9  -̂-

10 環境性能割交付金 180,600 
--― 心— - - - - - - 』 • マー一 -"----------- - -・ - ~ - - ー

35 国有提供施設等所在市助 200,000 

成交付金
1 - - - - - - - • . 、 - - -ー- - →ヽ • - - - -"'-—-—- • - - - - - - - - ヽ

10 国有提供施設等所在市助 200,000 

成交付金
" - - - - - - 、 --- — ー・"---------，-~-,

37 地方特例交付金 685,300 
l  - — ←— し - -----．』・ a - ゴ— : ----.---―..------

10 地方特例交付金 683,650 
・・--------------------------~- ・ヽ・,---------

30 新型コロナウイルス感染 1,650 

症対策地方税減収補填特

別交付金
ー• — - - - - - --- ・--- .  ~  -:．ヽ9 一9- .・・-~---ヽ・・・--

40 地方交付税 5,660,800 
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一般会計

（単位：千円）

款 項 金 額

10 地方交付税 5,660,800 
l  - ••r r  ーし ~ ー -- 心• ------•• ~  • ~‘‘~ - - - : — 一、

45 交通安全対策特別交付金 66,700 
------・- -- - --·—— 

10 交通安全対策特別交付金 66,700 
ーー ・・:: - -----~--~ 

50 分担金及び負担金 1, 401, 100 

10 負担金 1,401,100 
、...,__ - - - - - - -

55 使用料及び手数料 4,647,100 
~ 一

10 使用料 3,019,810 
』・・ "  - - - - - - - -------- --~·- ---- - ~  - - -

15 手数料 1,627,290 
』 • • 9.- - t  - 、 ～ r 』:. - . - 』 — ←- - - ·

60 国庫支出金 43,827,100 
~ r し 一 ＾ ー・ r - . .  - - - ト―-

10 国庫負担金 36,325,840 
• 』 t - - - 9 : .  ~ し 』 • -- - - -

＇ 

15 国庫補助金 7,378,830 
- • →一人夕心ー 一 … 一m - - --し-～--^―”-- ---―-： - - r - - - ←:  

20 委託金 122,430 
,  --- ~- - ~  9  ~... -r  ｀ ~, 

65 県支出金 23,196,200 
9.- - - - .  :._•--- -

ー• • •

10 県負担金 11, 278, 870 
-• r - - - 』 • --- S 一 、

15 県補助金 10,508,820 
• -- -- ～ -- • 、 一 ー・

20 委託金 1,408,510 
- -- -？ふ～・・ .ロ ー— -

70 財産収入 4,514,800 
--- --- - • ~ 』 • ~ • 一―- - - - - -

10 財産運用収入 376,570 
ロ ~ : - - - - - -

15 財産売払収入 4,138,230 
:- - - ？ヽ • : •• 9 い ～

75 寄附金 1,536,700 
• - ~ ぃ : . -．．“-

10 寄附金 1,536,700 

80 繰入金 2,851,300 

10 基金繰入金 2,851,300 
-・--

85 繰越金 300,000 
" " "  

10 繰越金 300,000 

90 諸収入 9,348,200 

10 延滞金・加算金及び過料 192,200 
ド — , _•—---------·---—-

15 市預金利子 20 

20 貸付金元利収入 2,767,390 
←-‘―---→―＂ •—?——-—--~ ~ - - - ~―~  ~  - - ＿^～～-ー-←- - `——-—`——--—-

25 受託事業収入 548,710 
I  - _ F - ~ - - - - - - - - - - - ―…- - ウ- - - ＂- ---口"------------~-—• - - --

30 収益事業収入 120,000 
--- - : し — , _ - - 』 —

35 雑入 5,719,880 
--~ - - - -- ---- -- --し:: ---•-~ 

95 市債 11, 659, 500 
- - - - - ^  - - し : . r  - -＿＿ 9F 

10 市債 11, 659, 500 
- - - - - - - - - - - "---・ - - - - - - - - - - - -----~--~· -- - 、ャー

蔽 入 合 計 230,440,000 
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歳 出 （単位：千円）

款 項 金 額

10 議会費 971,000 
・・----・----・ ----ロ

10 議会費 971,000 
~  • 、 - 』 - - - -a ~  - -‘̀』" l  - . 、』- し- ~  - -

15 総務費 19,813,200 
～”.心～ ~ 一— — ~ ~~ - 9  - - - - -

10 総務管理費 16, 196, 570 
1  -----"----―- :』- -- . 』 - . . 』 了— - 』 ー

15 徴税費 1,622,410 

20 戸籍住民基本台帳費 1,424,870 
--

25 選挙費 401,590 

30 統計調壺費 40,830 
~  ~~ 

35 監査委員費 126,930 
. - .  :』--

20 民生費 100,557,400 
● - r . .  -』"-.-=

10 社会福祉費 36, 937, 910 
‘̂ 

15 児童福祉費 46,058,950 

20 生活保護費 17,545,230 
- - • -. 

25 災害救助費 15,310 
^  -• - - - - - - - -- - -・-

25 衛生費 31,532,800 
← ヘ← ～ 

10 保健衛生費 24,561,100 
,  - - - -

15 清掃費 6,971,700 
＿ ^ ’~ ふ •• - . . . . - - - - J  

30 労働費 262,800 
←--～---- `  • - .  ＿』 ~

10 労働諸費 262,800 
•- 心し ● ● ~  岱 • ・- - ・- - ~^ー • - -9 』 • ~ ― ， ー• - - - - - - ~ - ~ し ~ -』~- -~ ＾ 

35 農林水産業費 640,300 
- ~  - --- • 9  - ～ - 』

10 農業費 419, 170 
へ ～ 一 . ， - • • 一~ . . - - 9  -

15 林業費 76,530 
_  --- - ~-．--.．---- -- .. ^...-—~ ← . .  

20 水産業費 144,600 
|  - - - 9  ~ ” ~  - ~  ar - 9  -— t ~  ------ - -・- - -----------．、_ - • 一- --~- - - - - - ・ ~

40 商工費 4,251,900 
-- - . - ～- -- -~- ------- -―- 9  ← - - --～ - - --"—-~•-—, t _  

10 商工費 4,251,900 
＇ 

:  --- --~』- - 9  - 』 し — - - -- - ヽ — - ~ - ―” r - 9  

45 士木費 21, 116, 000 
--― ～ ーマ.- : — 』 ヽ • - - • -- - -

10 士木管理費 781,630 
-- ・-・ いぷ ． 』 ＾ • -ヽヽ．^＾ ー』 —

15 道路橋りょう費 4,197,820 
＾ ・ ～

20 河川費 1,683,850 
> - - - - - - - - - - - - ~  ~- - --

25 港湾費 52,640 

30 都市計画費 13,433,800 
-~---- --------- - - - - - -—-- -・ -- -- -・- --- - - - --- - -

35 住宅費 966,260 
•••--• 一・一』 —~ ‘― ― • 一ヽ • - - - - ~  ~  ～ ～ ～ 

50 消防費 6,633,500 
..-・------ ---------- -- - - - - - ------- -- ー• - - - - - · - - - - . 、 ． - - - - - - - - - ~ ------

10 消防費 6,633,500 
_______, _______ ~--- •- - ． ヽ • : :  •- 9  ー、一―- - ~ - - - . 、- -- - -

55 教育費 24,574,900 

10 教育総務費 5,884,240 
- - r.r s』- - -

15 小学校費 3,207,350 
- - - - - - - -.、 - -- _ _ _ _ ,  ___ ーー・- -- -- -. - ------ -------- - - - -- ---・ 

20 中学校費 1,893,840 
• - --- ～ - -- --

25 高等学校費 1,312,370 
・・- - - ~  ~  - •.a -— しい---------------~ r—^ - F――~  - -ょ~- .―- ---- - - - - - - - - 一— ―

30 特別支援学校費 169,460 
_  ＿- - - -- → 9  

35 社会教育費 5,111,220 
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一般会計

（単位：千円）

款 項 金 額

40 保健体育費 6,996,420 
~  ~ ヽ ~ ~

・ ~

65 公債費 19,786,200 
_  _ . .  S - - - - - - •• 9  ~• `  ぃ ~

10 公債費 19,786,200 
/口 •- - - 9 - - - - ～．,  •~ 

75 予備費 300,000 
9 .』～^ - ．． ヽ・ • 9  

10 予備費 300,000 
- ~• ~ • →- - ． - J r 』 • ~ 』 —/ 

＼ 

戚9← 出 合 計 230,440,000 
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第 2 表債務負担行為

事 項 期 間 限 度 額

文書等集配業務委託料 令和 4 年 度～ 令 和 6 年度 40,444千円

情報システム関連更新賃借料 令和 4 年 度～ 令 和 9 年度 275,635千円

データエントリー業務委託料 令和 4 年 度 ～ 令 和 5 年度 17,095千円

e ラーニングシステムサービス使用
令和 4 年 度～ 令 和 7 年 度 22,792千円

料

M I C J E Tシステム利用料 令 和 4 年 度～ 令 和 7 年度 710,754千円

納税コールセンター運営業務委託
令 和 4 年 度 ～ 令 和 7 年度 91,592千円

料

課税データエントリー業務委託料 令和 4 年 度 ～ 令 和 5 年 度 4,059千円

市・県民税受電業務委託料 令和 4 年 度～ 令 和 7 年度 14,800千円

県議会議員選挙ポスター掲示場設
令和 4 年 度 ～ 令 和 5 年度 62,025千円

置等委託料

市議会議員選挙ポスター掲示場設
令和 4 年度 ～ 令和 5 年 度 111,874千円

置等委託料

廿寺生活支援事業業務委託料 令 和 4 年度 ～ 令和 6 年度 3,712千円

地域生活支援拠点コーディネー
令 和 4 年 度 ～ 令 和 7 年度 65,520千円

ター等業務委託料

障害者等住宅整備資金貸付 令和 4 年 度 ～ 令 和 5 年度 10,000千円

子育で情報アプリ使用料 令和 4年度 ～ 令和 9 年 度 5,280千円

住宅等災害復旧資金利子補給 令 和 4年度 ～ 令和 10 年度
借受残高に年3.0パーセント以内の
率を乗じた額

南部清掃工場環境影響評価事後調
令和 4 年度 ～ 令和 6 年度 8,500千円

査業務委託料
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事 項 期 間 限 度 額

農業後継者対策資金利子補給 令和 4 年 度～ 令 和 9 年 度
貸付残高に年5.5パーセント以内の
率を乗じた額

農業近代化資金利子補給 令 和 4年度～令和 24年度
融資残高に年3.0パーセント以内の
率を乗じた額

農業災害復旧資金利子補給 令和 4 年 度 ～ 令 和 9 年 度
貸付残高に年3.0パーセント以内の
率を乗じた額

漁業近代化資金利子補給 令和 4 年 度 ～ 令 和 7 年 度
貸付残高に年0.5パーセント以内の
率を乗じた額

人 船橋市中小企業融資規則に基づく

中小企業融資損失補填 令和4年度から償還完了まで
融資について、千葉県信用保証協会
が金融機関に対し代位弁済した元金
の2割以内に相当する額

舗装修繕及び道路排水整備費 令 和 4 年度 ～ 令和 5 年 度 190,000千円

西船歩道橋• 印内歩道橋耐震補強
令和 4 年度 ～ 令和 5 年 度 215,000千円

及び補修工事委託料

京成本線京成西船第2号踏切道拡
令 和 4 年度 ～ 令和 5 年度 196,620千円

幅工事委託料

東葉高速線新駅設計照査業務委託
令和 4 年度 ～ 令和 5 年 度 22,110千円

料
ヽ ~

東葉高速線新駅設計負担金 令 和 4年度～令和 5 年 度 112,802千円

違反屋外広告物除却業務委託料 令 和 4 年度 ～ 令和 7 年 度 28,620千円

公営住宅借上料 令和 4年度～令和 13 年度 契約期間内における借上料

救急ステーション建替工事設計負
令和 4 年度 ～令 和 5 年 度 12,800千円

担金

学校 I C T支援業務委託料 令和 4 年度～令和 5 年度 159,000千円

飯山満中学校土地借上料 令和4 年度～令和 33 年度 契約期間内における借上料

三山中学校土地借上料 令和 4 年度 ～令和33 年度 契約期間内における借上料
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事 項 期 間 限 度 額

特別支援学校スクールバス運行業
令和 4 年 度 ～ 令 和 9 年度 190,526千円

務委託料

小・ 中• 特別支援学校給食調理業務
令和 4 年 度 ～ 令 和 7 年度 3,476,814千円

委託料（宮本小学校ほか4 2校）

都市計画事業用地等買収費
令和 4 年 度 ～ 令 和 8 年度

元金1,492,996千円に利息を加えた
（千葉県地方土地開発公社分） 額

千葉県地方士地閲発公社が船橋市
千葉県地方士地開発公社事業に対

令和 4 年 度 ～ 令 和 8 年度
の債務負担行為に基づく事業資金と

する損失補償 して、融資機関から借り受けた元金
及び利子並びに遅延利息の合計額
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第 3 表 地 方 債

（単位：千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法

出 張 所 整 備 事 業 56,800 

東 葉 高 速 鉄 道 出 資 事 業 560,000 

庁 舎 改 修 事 業 18,700 5.0％以内（た
だし、利率見直

防 災 施 設 整 備 事 業
し方式で借り入 公的資金については、

4,500 
普通貸借又

れる資金につ その融資条件による。
いて、利率の見 銀行その他の資金に

障害者 福祉施設建設 事業 385,400 
は証券発行

直しを行った後 ついては、債権者と協
においては、当 定する。

老 人 福 祉 施 設 建 設 事 業 31,700 
該見直し後の
利率）

児 竜 福 祉 施 設 建 設 事 業 33,600 

保 云目 所 建 舌以几 事 業 182,000 

災害弔慰金の支給等
に関する法律（昭和4 8
年法律第8 2号）及び
東日本大震災に対処

災 害 援 護 資 金 貸 付 事 業 2,500 普 通 貸 借 無利子 するための特別の財
政援助及び助成に関
する法律（平成2 3年
法律第4 0号）に定める
ところによる。

看 護 専 門 学 校 建 設 事 業 6,300 

保 健 セ ン タ ー 建 設 事 業 60,600 

リハビリテーション病院建設事業 330,000 

保 健 所 建 云n几又 事 業 118,400 

ごみ運搬車整備事業 43,200 5.0％以内（た
だし、利率見直

南 部 清 掃 工 場 整 備 事 業
し方式で借り入 公的資金については、

169,100 
普通貸借又

れる資金につ その融資条件による。

は証券発行
いて、利率の見 銀行その他の資金に

勤 労 市 民 セ ン タ ー 整 備 事 業 43,500 直しを行った後 ついては、債権者と協
においては、当 定する。

道 路 整 備 事 業 1,344,700 
該見直し後の
利率）

交 通 安 全 施 設 整 備 事 業 480,800 

橋 り よ う 整 備 事 業 208,500 

河 JI I  整 備 事 業 606,700 

港 湾 整 備 事 業 46,100 
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（単位：千円）

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法

上 地 区 画 整 理 事 業 622,500 

街 路 整 備 事 業 424,300 

公 園 整 備 事 業 389,000 

本町駐車場整備事業 78,800 

東 葉 高 速 線 請 願 駅 整 備 事 業 8,000 

公営住宅ストック総合改善事業 81,100 

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 41,400 

消 防 施 設 整 備 事 業 392,000 

総 合 教 育 セ ン タ ー 整 備 事 業 41,200 5.0％以内（た
だし、利率見直

た子 校 建 事 業
し方式で借り入 公的資金については、

小 設 191,800 
普通貸借又

れる資金につ その融資条件による。

は証券発行
いて、利率の見 銀行その他の資金に

中 呂子 校 建 云叔几 事 業 154,100 直しを行った後 ついては、債権者と協
においては、当 定する。

高 等 学 校 建 設 事 業 150,500 
該見直し後の
利率）

公 民 館，建 設 事 業 502,000 

図 書 館 建 設 事 業 6,100 

郷士資料館整備事業 17,200 

埋蔵文化財調査事務所整備事業 17,200 

市民ギャラリー整備事業 40,500 

茶華道 センター整 備事業 14,700 

総合体育館整備事業 4,000 

臨 時 財 政 対 策 3,750,000 

計 11,659,500 
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議案第 2 号

令和 4 年度船橋市国民健康保険事業特別会計予算

令和 4 年度船橋市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第 1 条歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 5 0 , 8 2 6 , 0 0 0 千円と定める。

2  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、 「第 1 表 歳入歳出予算」に

よる。

（債務負担行為）

第 2 条 地方自治法（昭和 2 2 年法律第 6 7 号）第 2 1  4 条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、 「第 2 表 債務負担行為」による。

（歳出予算の流用）

第 3 条 地方自治法第 2 2  0 条第 2 項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合に

おける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。

(2) 保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内での

これらの経費の各項の間の流用。

令和 4 年 2 月 1 5 日提出

船橋市長 松戸 徹
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第 1表歳入歳出予算

歳

合叔
国民健康保険料

項 金

10 

（単位：千円）

額

10,822,000 

10 国民健康保険料

15 国庫支出金
i  L  

25 
県支出金 --- - l  -19 -5  国庫補助金---- 定

- ’ ’ . . 』 ~ 9-

10 

33 財産収入

県補助金

35 繰入金

10 財産運用収入

10 他へ計繰本 入金

40 繰越金

15 基金繰
.  - ＾ ' へ— - 9  ^  _  入金

10 繰越金

45 諸収入

10 延滞金・加算金及び過料

25 一部負担金

30 雑入

10,822,000 

1,700 

1,700 

34,910,000 

34,910,000 

100 

100 

4,945,400 

4,775,400 

170,000 

100 

100 

146,700 
--

74,160 

10 

72,530 

歳 入 合 計 50,826,000 
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国民健康保険事業特別会計

歳 出

款

総務費

項 金

10 

10 

（単位：千円）

額

816,400 

574,190 

15 

総務管理費

徴収費
E  

15 保険給付費

242,210 

34,364,000 

10 療養諸費 30,155,850 

15 高額療養費 4, Oll, 120 

17 移送費 350 

20 出産育児諸費 159,680 

25 葬祭諸費 36,000 

30 傷病手当金 1,000 

I'----21 --国--民健康保険事業費納付 I 14, 915, 400 

金

10 医療給付費分 10,012,490 

25 共同事業拠出金

！5  _緩町塵齢者支援金等貸- | - - 3,651,-g30 

20 介護納付金分 1, 251, 080 

ioo 
10 共同事業拠出金

30 保健事業費

10 

15 

保健事業費

特定健康診査等事業費

35 諸支出金

10 償還金及び還付加算金
l  -/▲・-- - - t ,  I  / ． / - - ‘^ 

40 予備費

10 予備費

100 

537,400 

15,220 

522, 180 

92,700 

92,700 

100,000 

100,000 

歳 出 合 計 50,826,000 
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第 2 表債務負担行為

事 項 期 間 限 度 額

国民健康保険窓口受電業務委託料 令和 4 年 度 ～ 令 和 7 年 度 126,000千円

国民健康保険被保険者証作成業務
令 和 4 年 度 ～ 令 和 5 年 度 500千円

委託料≫

国民健康保険短期被保険者証更新
令 和 4 年 度 ～ 令 和 5 年 度 450千円

通知書等作成業務委託料，

国民健康保険料催告書作成業務委
令 和 4 年度 ～令 和 5 年 度 450千円

託料
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議案第 3 号

令和 4 年度船橋市公共用地先行取得事業特別会計予算

令和 4 年度船橋市の公共用地先行取得事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第 1 条歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 9, 0  0  0 千円と定める。

2  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、 「第 1 表 歳入歳出予算」に

よる。

令和 4 年 2 月 1 5 日提出

船橋市長 松 戸 徹



－28－

第 1表歳入歳出予算

歳 入

款 項 金 額

10 繰入金 9,000 
|  --‘̂― --m.,--9 - - - - •- -』 9.、------- E•• 

10 繰入金 9,000 
- - - - - - - ヽ — • ' " - 』 - .. ~- ---. -・ --------

戚9 F  入 ノロ 計 9,000 

（単位：千円）
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公共用地先行取得事業特別会計

歳 出 （単位：千円）

款 項 ＇ 金 額

15 公債費 9,000 
‘ ― 』 一 ・ . . 、 〒 ． ． ▼ ー ・ - 一 ― - - - - ^  ~  ト — ~ …_ - ～• ―- ----―-^ 一

10 公債費 9,000 
』~ - ・ • - ~ ． . し - ．．．F  9 ,  ロ^ー

△ 予備費

゜.. - -‘―- -~ - - ― - - - - - 』 ~ - 』 ヽ ←• 一' - - - ---し 一ヽ～

△ 予備費

゜I ヽ • • ~  •- -t~…-～ _  ＿＿ ~～- --一9 - -•---'――. --t'”--. . . - — マ. “ ー一 ー

威9 F  出 ムロ 計 9,000 
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議案第 4 号

令和 4 年度船橋市船橋駅南口市街地再開発事業特別会計予算

令和 4 年度船橋市の船橋駅南口市街地再開発事業特別会計の予算は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算）

第 1 条歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 6 5 9 , 0 0 0 千円と定める。

2  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、 「第 1 表 歳入歳出予算」に

よる。

令和 4 年 2 月 1 5 日提出

船橋市長 松 戸 徹
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第 1表歳入歳出予算

歳 入 （単位：千円）

款 項 金 額

20 財産収入 563,370 

05 財産運用収入 563,370 
～ `  ~ ~ ヽ

25 繰入金 51,400 
---—· •: r-, —• 

10 繰入金 51,400 
- -- - -ー--- -…-• ~ • ＿ャ— . •• -，..., - ~ - 、- ^ ＇ -9.. ．:

30 繰越金 10 
—/— 

10 繰越金 10 
--• - 、、- - ~ ヽ ヽ ~

35 諸収入 44,220 
＇ 言 ～

9  9~ 

15 雑入 44,220 
~ - . . ヽ — - -

.... 

△ 市債

゜. r .、.. ～ ： - ~  

△ 市債

゜~  ← 一

戚9 F  入 ノロ 計 659,000 
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船橋駅南口市街地再開発事業特別会計

歳 出 （単位：千円）

款 項 金 額

10 再開発事業費 270,700 
一ヽ． ，． ． ． ． て— - - - - - - - ・・―し

15 事業費 270,700 
- - - - - - - - - - - - ~ ~ - - ~ - 、 9 - - - ←--------- - - - - - - - - - - - ^  - - -し- ～ F9 - - ―し — · ’ .

15 公債費 387,300 
•9  

10 公債費 387,300 
s .  9 - - - : ~t - - - - W  

20 予備費 1,000 
ー・-99F - - - -- ～ 、．． つ ー 一ヽ — • • ,  ． ＿ .:a9" "  ~  

10 予備費 1,000 
- - ~  m＾ ＾ 一 ＾ ー ・ ～ →』 • - - ，  ‘― 9  ~ . . 、 . . ~ 』 , ． . ~ 』 • ~ ’ ‘ ‘ ‘ ' - •-

戚9 F  出 合 計 659,000 
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議案第 5 号

令和 4 年度船橋市介護保険事業特別会計予算

令和 4 年度船橋市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第 1 条歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 4 6 , 6 5 1 , 0 0 0 千円と定める。

2  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、 「第 1 表 歳入歳出予算」に

よる。

（債務負担行為）

第 2条 地方自治法（昭和 2 2 年法律第 6 7 号）第 2 1  4 条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、 「第 2 表 債務負担行為」による。

（歳出予算の流用）

第 3 条 地方自治法第 2 2  0 条第 2 項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合に

゜ おける同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。

(2) 保険給付費の各項に計上された予算額に過不足を生じた場合における同一款内での

これらの経費の各項の間の流用。

令 和 4 年 2 月 1 5 日提出

船橋市長 松 戸 徹
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第 1表歳 入歳出 予算

歳 入

項 金

10 

15 

款

介護保険料

国庫支出金

10 介護保険料

10 

15 

20 

25 

支払基金交付金

県支出金

10 

国庫負担金

国庫ー補助金

支払基金交付金

（単位：千円）

額

9,749,400 

9,749,400 

10,441,800 

7,863,320 

2,578,480 

12,052,000 

12,052,000 

6,493,400 

10 県負担金
ヽヽ ～一

20 県補助金

30 財産収入

10 

15 

財産運用収入

財産売払収入

40 繰入金

10 

15 

他会計繰入金

基金繰入金

50 諸収入

6,139,870 

353,530 

3,600 

3,500 

100 

7,851,600 

7,366,500 

485, 100 

59,200 

10 

15 

20 

25 

延滞金・加算金及び過料

市預金利子
受託事業収入

雑入

790 

10 

1,200 

57,200 
,  - - - -- 9  ~  → 、 - - - - - - - - - - - - - - + - - - - - -

歳 入 合 計 46,651,000 
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介護保険事業特別会計

歳 出 （単位：千円）

款 項 金 額

10 総務費 1,094,600 
~. ---------

10 総務管理費 676,090 
--- ~ 、 一

15 徴収費 31,430 
． ~ ~  -----~ --,----・.. 

20 介護認定審査会費 387,080 
~ し 一

I  
” ~ ~  ^  •·------~-

15 保険給付費 43,090,600 
‘̂ ~  ―ヽ

10 介護サービス等諸費 41,042,000 
a  ~ , -

15 高額介護サービス等費 1,158,800 
/` 

17 高額医療合算介護サービ 181,000 

ス等費

20 
特別給付費 ス 1

3,900 
• ~ 、

25 特定入所者介護サービ 704,900 

等費
‘~ /- -

扱サー『 ~ ~ 一22 地域支援事業費 2,431,200 

1  1  介護予防• 生活支 1,496,980 

ビス事業費
----t--

12 一般介護予防事業費

15 

20 

包括的支援事業・任意事

業費
その他諸費

30 基金積立金

10 基金積立金

35 諸支出金

10 償還金及び還付加算金
| - - -

20 災害臨時特例利用者負担

額軽減支援費

100,390 

830,260 

3,570 

3,500 

3,500 

21, 100 

19,100 

2,000 

40 予備費

10 予備費

10,000 

10,000 

歳 出 合 計 46,651,000 
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第 2 表債務負担行為

事 項 期 間 限 度 額

高齢者保健福祉計画・介護保険事
令 和 4年度 ～ 令和 5年度 9,790千円

業計画策定支援業務委託料
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議案第 6 号

令和 4 年度船橋市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算

令和 4 年度船橋市の母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計の予算は、次に定めるとこ

ろによる。

（歳入歳出予算）

第 1 条歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 9 1 , 0 0 0 千円と定める。

2  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、 「第 1 表 歳入歳出予算」に

よる。

令和 4 年 2 月 1 5 日提出

船橋市長 松戸 徹
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第 1表歳入歳出予算

歳 入 （単位：千円）

款 項 金 額

10 繰入金 2,100 

10 繰入金 2,100 
←- - - - 』 • 一一ー’ - - • し ・ — - - - - - で • ヽ 9 - - ”―̀ ” 

20 繰越金 46,900 

10 繰越金 46,900 
I  —• - -- --,．．-

30 諸収入 42,000 
＾ ~ ー

10 貸付金元利収入 41,310 

30 雑入 690 
I  -，．--―し~---- ＿＿． ~ 9  ．^ 

ヽ

歳 入 合 計 91,000 
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母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

歳 出 （単位：千円）

款 項 金 額

10 母子父子寡婦福祉資金貸 91,000 

付事業費
' / - `…/— 

10 母子父子寡婦福祉資金貸 91,000 

付事業費

威’― 出 合 計 91,000 
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議案第 7 号

令和 4 年度船橋市後期高齢者医療事業特別会計予算

令和 4 年度船橋市の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第 1 条歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 8, 7 5 2 , 0 0 0 千円と定める。

2  歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、 「第 1 表 歳入歳出予算」に

よる。

（債務負担行為）

第 2 条 地方自治法（昭和 2 2 年法律第 6 7 号）第 2 1  4 条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、 「第 2 表 債務負担行為」による。

令和 4 年 2 月 1 5 日提出

船橋市長 松 戸 徹
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．第 1表歳入歳出予算

歳 入 （単位：千円）

款 項 金 額

10 後期高齢者医療保険料 7,365,600 
ー ， ＂ー・、 9  9  -

10 後期高齢者医療保険料 7,365,600 
- 9  

15 使用料及び手数料 100 
^ ～＇- 、 ●』 • — ― - 9 9 9 ・ → - - 9 →t 9 • — : ・-，．^ 99~~ ^  

10 手数料 100 
~/ ～ - S - -,~~ •··--· 

|  -•• J —-,--------

20 繰入金 1,349,700 

10 他会計繰入金 1,349,700 
-~--

25 繰越金 100 

10 繰越金 100 

30 諸収入 36,500 
＇ 

10 延滞金・加算金及び過料 1,510 

15 償還金及び還付加算金 25,500 

22 受託事業収入 9,400 

25 雑入 90 
一ヽロヽ F - - -＇ 

威9,-. 入 合 計 8,752,000 
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後期高齢者医療事業特別会計

歳 出

項 金

10 

款

総務費

10 総務管理費
トー一

15 徴収費
- -----------~---------・ぃ

（単位：千円）

額

160,400 

137,600 

15 後期高齢者医療広域連合

納付金

22,800 
-------~--

8,556,100 

I  - -―-- 1  ^  

10 後期高齢者医療広域連合

納付金

8, 556, 100 

l  ~• - -- - -/—~-----+----------——-
20 諸支出金

10 
ピ— ~ ~ - ~ - - - ••------V I  

償還金及び還付加算金

25 予備費

10 予備費

25,500 

25,500 

10,000 

10,000 
-ヘ-~----~- - “ ー— - - 1 .  I  

歳 出 合 計 8,752,000 
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第 2 表債務負担行為

事 項 期 間 限 度 額

後期高齢者医療事業受電業務委託
令和 4 年 度 ～ 令 和 7 年度 41,500千円

料

後期高齢者医療保険料納入通知書
令和 4 年 度 ～ 令 和 5 年度 263千円

等作成業務委託料
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議案 第 8 号

令和 4 年度船橋市地方卸売市場事業会計予算

（総則）

第 1 条 令 和 4 年 度 船 橋 市地 方 卸 売 市場 事 業 会計の 予 算 は 、次 に 定 め ると こ ろ に よ

る。

（業務の予定量）

第 2 条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 市場取扱 量

ア 水 産 物 1  2 ,  4  0  8  トン

イ 青 果 物 9  8 ,  9  6  6  トン

（収益的収入及び支出）

第 3 条 収 益 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の と お り と 定 め る 。

収入

第 1 款 市 場 事業 収益 8  6  0 ,  0  0  0  千円

第 1 項 営業収益 6  7  6 ,  8  1  4  千円

第 2 項 営業外収益 1 8 3 , 0 8 6  千円

第 3 項 特 別利 益 1  0  0  千円

支 出

第 1 款 市場事業費用 8  6  0 ,  0  0  0  千円

第 1 項 営 業 費 用 8 3 7 , 4 4 2  千円

第 2 項 営 業外費用 1  5 ,  2  6  9  千円

第 3 項 特別損失 2 ,  2  8  9  千円

第 4 項 予 備 費 5 ,  0  0  0  千円

（資本的収入及び支出）

第 4 条 資 本 的 収 入 及 び 支 出 の 予 定 額 は 、 次 の とお り と 定 め る （ 資 本 的 収 入 額 が 資

本 的 支 出 額 に 対 し 不 足 す る 額 2 2 4 , 3 3 4 千円は、減債積立金 9 , 9  3  9 千円、

過 年 度 分 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 1 4 , 0 7 0 千円 及び 過年 度 分

損 益 勘 定 留 保 資 金 2 0 0 , 3 2 5 千円で補填するものとする。）。

収 入

第 1 款 資本的 収入

第 1 項 出 資 金

第 2 項 補 助 金

円

円

円

千

千

千

6

0

6

 

6

0

6

 

6

3

3

 

9

9

9

 

5

7

8

 

4

1

2
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支 出

第 1 款 資 本 的 支 出

第 1 項 建 設改 良 費

第 2 項 企業債償還金

（債務負担行為）

第 5 条 債 務負担行 為をす ること ができ る事項、 期間及 び限度 額は、 次のと おり

2  7  0 ,  0  0  0  千円

2  2  3 ,  3  5  0  千円

4 6 ,  6 5 0  千円

と定める。

事 項 期 間

（単位：千円）

限度 額

冷蔵庫棟• 関連店舗棟建替

基 本 ・ 実 施 設 計 業 務 委 託 料

（一時借入金）

第 6 条 一時借入金の限度額は、 1 0  0 ,  0  0  0 千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

令和 4 年 度 ～ 令 和 5 年 度 114,900 

第 7 条 予定 支出 の各 項の 経費 の金 額 を流 用す るこ とが でき る場 合 は、 次の とお り

と定める。

(1) 営 業 費 用 と 営 業 外 費 用 の 間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第 8 条 次 に 掲 げ る 経 費 に つ い て は 、 そ の 経 費 の金 額 を 、 そ れ 以 外 の 経 費 の 金 額 に

流 用 し 、 又 は そ れ 以 外 の 経 費 を そ の 経 費 の 金 額に 流 用 す る 場 合 は 、 議 会 の 議 決 を

経なければならない。

(1) 職 員 給 与 費 1 5 2 , 4 1 6  千円

（他会計からの補助金）

第 9 条 人 件 費 等 （ 課 税 仕 入れ 以 外 の 支 出 ） の 助成 を 受 け る た め 、 一般 会 計 か ら こ

の会計へ補助を受ける金額は、 1 4 9 , 0 0 0 千円である。

令 和 4 年 2 月 1 5 日提出

船 橋市 長 松 戸 徹
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議案第 9 号

令和 4 年度船橋市病院事業会計予算

（総則）

第 1 条 令和 4 年度船橋市病院事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第 2 条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 病 床 数

(2) 年 間 患 者 数

入 院

外 来

(3) 1  日 平 均 患 者 数

入 院

外 来

（収益的収入及び支出）

4 4 9床

1 2 2 , 8 1 4 人

2 1 5 , 4 3 1 人

3  3  6 人

8  7  5 人

第 3 条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第 1 款 病 院 事 業 収 益 1 8 , 7 5 1 , 0 0 0 千円

第 1 項 医 業 収 益 1 5 , 7 8 5 , 7 0 0 千円

第 2 項 医 業 外 収 益 2 , 8 5 3 , 9 0 0 千円

第 3 項 特 別 利 益 1 1 1 , 4 0 0 千円

支 出

第 1 款 病 院 事 業 費 用 1 8 , 7 5 1 , 0 0 0 千円

第 1 項 医 業 費 用 1 8 , 4 5 0 , 2 0 0 千円

第 2 項 医 業 外 費 用 1 8 5 , 0 0 0 千円

第 3 項 特 別 損 失 8 5 , 8 0 0 千円

第 4 項 予 備 費 3 0 , 0 0 0 千円

（資本的収入及び支出）

第 4 条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対

し不足する額 1, 4 5 2 ,  9 0 0 千円は、減債積立金 6 8 0 , 5 0 0 千円及び過年度分損益勘定

留保資金 7 7 2 , 4 0 0 千円で補填するものとする。）。
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収 入

第 1款 資 本 的 収 入 7 5 7 , 1 0 0 千円

第 1項 企 業 債 2 5 7 , 0 0 0 千円

第 2 項 負 担 金 5 0 0 , 0 0 0 千円

第 3 項 固 定 資 産 売 却 代 金 1  0  0 千円

支 出

第 1款 資 本 的 支 出 2 , 2 1 0 , 0 0 0千円

第 1項 建 設 改 良 費 1 , 0 2 9 , 5 0 0 千円

第 2 項 企 業 債 償 還 金 1 , 1 8 0 , 5 0 0 千円

（債務負担行為）

第 5 条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（単位：千円）

事 項 期 間 限 度 額

病院情報システム運用
令和 4 年度～令和 7 年度 69,795 

管 理 業 務 委 託 料

医療センター建替工事
令和 4 年度～令和 5 年度 639,800 ° 

設計業務委託料

（企業債）

第 6 条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（単位：千円）

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

5. 0％以内（ただし、
公的資金については、

利率見直し方式で借り
その融資条件による。

医療 機 器
257,000 

普通貸借又 入れる資金について、
銀行その他の資金につ

整備事業 は証券発行 利率の見直しを行った
いては、債権者と協定

後においては、当該見
する。

直し後の利率）

（一時借入金）

第 7 条 一時借入金の限度額は、 4 0 0 , 0 0 0 千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第 8 条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1) 医業費用と医業外費用の間



－63－

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第 9 条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそ

れ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1) 職員給与費

(2) 交 際費

（たな卸資産購入限度額）

9 , 6 2 1 , 4 1 0 千円

2  5  0 千円

第 1 0 条 たな卸資産の購入限度額は、 4, 7 5 7 ,  0 3 0 千円と定める。

（重要な資産の取得）

第 1 1 条 重要な資産の取得は、次のとおりとする。

種類 名称 数量

超電導磁石式全身用M R装罹 1 式

放射線治療計画装置 1 式
器 械 備 品

自動採血管準備装置 1 式

内視鏡用カメラシステム 1 式

ソフトウェア 内視鏡情報管理システム 1 式

令和 4 年 2 月 1 5 日提出

船橋市長 松 戸 徹
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議案第 1 0 号

令和 4 年度船橋市下水道事業会計予算

（総則）

第 1 条 令和 4 年度船橋市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第 2 条 業務の予定量は、次のとおりとする。

(1) 処 理 区 域 内 人 口

(2) 

(3) 

年 間 有 収水 量

主 要 な 建 設 改 良 事 業

管 渠 整備 事 業

処理 場 整備 事 業

（収益的収入及び支出）

5 8 7 , 2 6 2人

5 5 , 8 0 0 , 0 0 0 可

5 , 0 8 9 , 4 6 5 千円

2 , 2 9 2 , 2 6 5 千円

第 3 条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

第 1款

第 1 項

第2 項

第 3 項

第 1款

第 1 項

第 2 項

下 水道事業収益

営 業 収

営 業 外 収

特 別 利

下 水 道 事 業 費 用

営業 費

営 業 外 費

益
益

益

支出

1  7, 3  9  7, 3  2  9 千円

1 1 , 7 2 3 , 9 0 4 千円

5 , 6 7 3 , 3 2 5 千円

1  0  0 千円

第 3項 特 別 損

用

用
失

費

1 6 , 7 9 5 , 3 2 8 千円

1 5 i 1 2 3 , 6 0 0 千円

1 , 6 2 1 , 6 2 8 千円

1  0  0 千円

5 0 , 0 0 0 千円第 4項 予 備

（資本的収入及び支出）

第 4 条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

に対し不足する額 7, 0 0 1 ,  7 7 4 千円は、減債積克金 4 3 8 , 9 2 9 千円、過年度分消費

税及び地方消費税資本的収支調整額 4 6 6 , 0 0 0 千円及び当年度分損益勘定留保資金 6, 0  

9 6 ,  8 4 5 千円で補填するものとする。）。
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収 入

第 1款 資 本 的 収 入 1 2 , 0 7 8 , 4 4 8 千円

第 1 項 企 業 債 6 , 5 8 0 , 0 0 0 千円

第 2 項 出 資 金 2 , 4 7 5 , 1 7 2 千円

第 3 項 補 助 金 2 , 3 4 1 , 6 3 2千円

第 4 項 負 担 金 6 5 4 , 3 8 8 千円

第 5 項 貸 付 金 償 還 金 2 6 , 2 5 6 千円

第 6 項 その他資本的収入 1 , 0 0 0 千円

支 出

第 1款 資 本 的 支 出 1 9 , 0 8 0 , 2 2 2千円

第 1 項 建 設 改 良 費 8 , 5 3 6 , 2 2 0 千円

第 2 項 企 業 債 償 還 金 1 0 , 4 6 3 , 7 5 2 千円

第 3 項 貸 付 金 3 0 , 2 5 0千円

第 4 項 予 備 費 5 0 , 0 0 0千円

（債務負担行為）

第 5 条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

（単位：千円）

事 項 期 間 限 度 額

七 林 幹 線 応目 渠
令和 4 年度～令和 8 年度

契約期間内に
用 地 借 上 料 おける借上料

西 浦 下 水 処 理 場
令和 4 年度～令和 7 年度 670,000 

運転 管 理業 務 委 託料

下水道 使用料 等
令和 4 年度～令和 7 年度 231,200 

徴 収 事 務 委 託 料

受 益 者 負 担 金 シ ス テ ム
令和 4 年度～令和 5 年度 2,867 

運 用管 理業 務委 託料

坪目 渠 布 設 k寺k  

令和 4 年度～令和 5 年度 619,000 
整 備 費
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（企業債）

第 6 条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

（単位：千円）

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

5.0％以内

（ただし、利
率見直し方式

公的資金については、
で借り入れる

その融資条件による。
下 水 道 事業 6,580,000 

普通貸借又 資金につい 銀行その他の資金につ
は証券発行 て、利率の見 いては、債権者と協定

直しを行った する。
後において
は、当該見直
し後の利率）

（一時借入金）

第 7 条 一時借入金の限度額は、 5, ooo,・ o o o千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第 8 条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1) 営業費用と営業外費用の間

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第 9 条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそ

れ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

(1) 職 員 給 与 費

（他会計からの補助金）

7 7 9 , 9 9 3 千円

第 1 0 条 下水道事業運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 6 9 4 , 0 6 5

千円である。

令和 4 年 2 月 1 5 日提出

船橋市長 松 戸 徹
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議案第 1 1 号

令和 3 年度船橋市一般会計補正予算

令和 3 年度船橋市の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第 1 条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 2, 7 1 2 , 5 2 7 千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 2 4 5 , 2 8 6 , 2 5 9 千円とする。

2  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、 「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。

令和 4 年 2 月 1 5 日提出

船橋市長 松戸 徹
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第 1表歳入歳出予算補正

歳 入 （単位：千円）

款 項 補 正 前の 額 補 正 額 計

40 地方交付税 5,238,164 2,712,527 7,950,691 
ヘ→ o .  

10 地方交付税 5,238,164 2,712,527 7,950,691 
-- ------ -― ー・一99  ー・- ---• .  "  ~- ----

戚9← 入 合 計 242,573,732 2,712,527 245,286,259 
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一般会計

歳 出 （単位：千円）

款 項 補 正 前の 額 補 正 額 計

65 公債費 17,518,700 2,712,527 20,231,227 
-- ～ー、 ＾ …  

10 公債費 17,518,700 2,712,527 20,231,227 
|  - - — し 9 ←- ~ 9 ^＇--- ~—• - -て 9 、 ~

歳 出 合 計 242,573,732 2,712,527 245,286,259 



議案第 1 2 号

令和 3 年度船橋市一般会計補正予算

令和 3 年度船橋市の一般会計の補正予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第 1 条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 8, 2 5 4 ,  8 1 0 千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 2 5 3 , 5 4 1 ,  0 6 9 千円とする。

2  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、 「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。

（継続費の補正）

第 2 条継 続費の変更は、 「第 2 表継続費補正」による。

（繰越明許費の補正）

第 3 条 繰越明許費の追加は、 「第 3 表 繰越明許費補正」による。

（地方債の補正）

第 4 条 地方債の追加及び変更は、 「第 4 表 地方債補正」による。

令和 4 年 2 月 1 5 日提出

船橋市長 松戸 徹
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第 1 表歳入歳出予算補正

歳 入 （単位：千円）

款 項 補 正 前 の額 補 正 額 計

40 地方交付税 7,950,691 771,994 8,722,685 
ー、 • 一→ ー～

10 地方交付税 7,950,691 771,994 8,722,685 
一 ー

60 国庫支出金 64,265,641 1,619,583 65,885,224 
--------~~"-----•~ 

15 国庫補助金 26,625,629 1,619,583 28,245,212 

65 県支出金 22, 812, 718 1, 112, 600 23,925,318 
~ 一

15 県補助金 10,994,517 1, 112, 600 12, 107, 117 
i  - - - - - - - - - m - -- t  .“→ ~ ”  

80 繰入金 2,080,259 3,027,433 5,107,692 

10 基金繰入金 2,080,259 3,027,433 5,107,692 
』 • ~ 、 ~ “ ” 』 • ~ m  

95 市債 14,530,700 1,723,200 16,253,900 
→』. - - - a  

10 市債 14,530,700 1,723,200 16,253,900 
-．． :  -．．- ~.. _ -

歳 入 合 計 245,286,259 8, 254, 810 253,541,069 
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一般会計

歳 出

吹二
10 議会費

項

10 議会費

15 総務費

補 正 前 の額

983,900 

983,900 

15,395,355 

補 正 額

（単位：千円）
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税
総

徴
1
0
1
5
 
20 戸籍住民基本台帳

費

30 統計調壺費
---

35 監査委員費

1,443,850 60,617 

19,916,301 

16,161,254 

1,576,360 

1,504,467 

20 民生費

10 社会福祉費

15 児童福祉費

20 生活保護費

25 衛生費

10 保健衛生費

1 5  清掃費

30 労働費

10 労働諸費

35 農林水産業費

10 農業費

40 商工費

10 商工費

45 士木費

10 土木管理費
、-、

15 道路橋りょう費
＾ ← 

20 河川費
~  ～”-

25 港湾費

30 都市計画費

35 住宅費

50 消防費

10 消防費

55 教育費

10 教育総務費

15 小学校費

57,510 

126,130 
← -

117, 029, 193 

44,531,788 

54,943,935 

17,537,710 

35,233,628 

27,860,536 

7,373,092 

211, 743 

211, 743 

532,700 

411, 820 

5,562,022 

5,562,022 

19,584,678 

844,800 

4,298,750 

1,387,890 

102,310 
^  -

11,869,478 

1,081,450 

△6,000 

△1,000 

144,718 

60,785 

99,933 

△16,000 

1,128,447 

1,164,447 

△36,000 

△2,000 
＾ ^  

△2,000 
ヽ ～

△17,000 

△17,000 
" "  

514,973 

514,973 
"  - ＂ 

524,659 
" " " ヽ

△17,000 

140,333 
"  ^  

365, 151 

7,875 

41,300 

△13,000 

6,497,300 △205,000 

6,497,30」―△205,000

23,724,513 

6,018,050 

2,767,320 

1,661,067 

△38,000 

912,646 

51,510 
~‘~ ~  ～ 

125, 130 

117, 173, 911 
- -

44,592,573 
- -

55,043,868 

17, 521, 710 

36,362,075 

29,024,983 
- ～ ？ 

7,337,092 

209,743 

209,743 

515,700 

394,820 

6,076,995 

6,076,995 
---

20,109,337 

827,800 

4,439,083 

1,753,041 
←、

110,185 

11, 910, 778 

1,068,450 

6,292,300 

6,292,300 

25,385,580 
ヽヤー ヘ＾

5,980,050 

3,679,966 

20 中学校費 I  ・ 1, 903, 680 
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40 保健体育費
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58,000 225,940 

△58, ooo I  4, 389, 686 

△38, 462 I  7, 105, 615 

歳 出 合 計 245,286,259 8,254,810 253,541,069 
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第 2 表継 続費 補正

（変更）

‘’ 
. . , 呵9 /  

補 正 目‘'1」 補 正 後
款 項 事 業 名

総 額 年 度 年 割 額 総 額 年 度 年 割 額

45 士木費 15 道路橋 J  R 南船橋駅 令和3年度 100,000 令和3年度 264,000 

りょう費 南口道路及び
1,130,000 令和4年度 761,000 919,000 令和4年度 389,000 

電線 共同溝
整備事業 令和5年度 269,000 令和5年度 266,000 

船橋市運動 令和3年度 66,350 令和3年度 53,683 
公園前交差点 135,000 124,365 
改 良 事 業 令和4年度 68,650 令和4年度 70,682 
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第 3 表繰越明許費補正

（追加）

‘’ -.'~ 

款 項 事 業 名 総 額

15 総 務 費 10 総務管理 費 出 張 所 畝平 備 事 業 6,169 

基幹システム関連運営事業 20,384 

20 民 生 費 10 社会福祉 費 障害者援護施設等整備費補助事業 41,910 

老 人 福 祉 施設 整 備 費 等 補 助 事 業 12,226 

15 児童福祉 費 病 児・病後児 保育事 業 13,800 

認 可 外 保育 施 設 事 業 21,200 

認 定 こ ど も 園 運 営 費 補助 事 業 7,350 

家 庭 的 保 コ目 事 業 1,200 

小 規 模 保 ギ目 事 業 13,500 

時 預 か り 事 業 15,300 

子育て世帯臨時特別給付金給付事業 40,091 

保 育 所 管理 運 営 事 業 56,085 

] 呆 育 所運営 費 補 助事 業 73,650 

25 衛 生 費 15 清 掃 費 西浦処理場し尿処理事業 43,890 

45 上 木 費 15 道路橋りょう費 道 路 維 持 補 修 事 業 281,404 

道 路 新 孟以几 改 良 事 業 215,301 

橋り ょう新設改 良事 業 116,856 

橋 り よ う 維 持 事 業 224,602 

交通安全施設整備事業 115,108 

公共 交通施設整 備事 業 2,050 

20 河 JI I  費 準 用 河 JI I  鰍写 備 事 業 371,285 

普 通 河 JI I  束早 備 事 業 126,100 

排 水 路 束早 備 事 業 48,200 

排 水 機 場 硲巨 理 事 業 28,930 

港 湾 畝平 備 費 負 担 金 50,025 

30 都 市 計画 費 地域づ く り 促進 事 業 3,993 

都市 計 画総務 諸 経 費 10,340 

士 地 区 画 束 平女 理 事 業 312,216 

都市 計画道路整 備事 業 524,443 
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‘’ -.'...， 

款 項 事 業 名 総 額

45 士 木 費 30 都 市 計 画 費 アンデルセン公園整備事業 2,706 

35 住 宅 費 急傾 斜地崩 壊対 策事 業 23,441 

55 教 育 費 15 小 呂子 校 費 学 校 施 設 硲目 理 事 業 1,265 

校 舎 蔽平 備 事 業 544,693 

体 云自 館 束早 備 事 業 201,553 

舌n又バJ 備 機 器 改 修 事 業 115,888 

その他学校施設整備事 業 50,512 

'20 中 邑子 校 費 校 舎 整 備 事 業 352,880 

体 云円 館 整 備 事 業 399,729 

孟互几又 備 機 器 改 修 事 業 89,274 

30 特別支援学校費 施 設 整 備 事 業 64,000 

40 保 健体 育 費 学 校 保 健 諸 経 費 14,538 
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第 4 表地 方 債 補正

（追加）

. ,  1  4  /  

起 債 の 目 的 限 度額 起債の方法 利 率 償 還の 方 法

障害者福祉施設建設事業 13,900 5.0％以内（ただし、利率
公的資金については、

見直し方式で借り入れ
その融資条件による。

急傾 斜地崩壊 対策事 業 7,200 
普通貸借又 る資金について、利率

銀行その他の資金につ
は証券発行 の見直しを行った後に

いては、債権者と協定
おいては、当該見直し

特別支援学校 建設事業 42,400 後の利率）
する。

（変更）

＇` 
.. -

限 度 額
起債 の 目 的

補 正 前 の 額 補 正 額 計

交通安全施設整 備事業 308,800 84,200 393,000 

河 JI I  敵早 備 事 業 353,000 304,100 657,100 

港 湾 蔽早 備 事 業 89,500 8,700 98,200 

街 路 敵工 備 事 業 438,000 21,100 459,100 

小 学 校 建 設 事 業 55,800 640,100 695,900 

中 学校建設 事業 15,100 601,500 616,600 

限 度 額

起 債 全 体 計
補 正 前 の 額 補 正 額 計

14,530,700 1,723,200 16,253,900 
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議案第 1 3 号

令和 3 年度船橋市国民健康保険事業特別会計補正予算

令和 3 年度船橋市の国民健康保険事業特別会計の補正予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第 1 条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 2, 4 0 0 ,  0 0 0 千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 5 1 , 0 4 5 , 0 0 0 千円とする。

2  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、 「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。

令和 4 年 2 月 1 5 日提出

船橋市長 松戸 徹
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第 1 表歳入歳出予算補正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

25 県支出金 32,595,000 2,400,000 34,995,000 
,—• ~  ぃ- . - ~ . 』 — ～ ~ ー、 、

10 県補助金 32,595,000 2,400,000 34,995,000 
•- ,~~---

戚9 F  入 合 計 48,645,000 2,400,000 51,045,000 

（単位：千円）
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国民健康保険事業特別会計

歳

出

款 項 補 正前 の額 補 正 額 計

15 保険給付費 32,133,900 2,400,000 34,533,900 
’ `  ＇ 

10 療養諸費 27,687,010 2,400,000 30,087,010 
~----

歳 出 合 計 48,645,000 2,400,000 51,045,000 

（単位：千円）
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議案第 1 4 号

令和 3 年度船橋市介護保険事業特別会計補正予算

令和 3 年度船橋市の介護保険事業特別会計の補正予算は、次に定めるところによる。

（歳人歳出予算の補正）

第 1 条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ 8 7 9 , 0 0 0 千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 4 6 , 5 9 8 ,  1 0 9 千円とする。

2  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳

出予算の金額は、 「第 1 表 歳入歳出予算補正」による。

令和 4 年 2 月 1 5 日提出

船橋市長 松戸 徹
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第 1 表歳入歳出予算補正

歳 入

款 項 補 正 前 の 額 補 正 額 計

15 国庫支出金 9,880,400 204,616 10,085,016 
ー、 9 - 9  

10 国庫負担金 7,576,900 204,616 7,781,516 
＇一—

^ -

20 支払基金交付金 11, 756, 171 237,330 11, 993, 501 
l  ---・-―- -^--9 ~ヤ- - - - - •~ - .  -

10 支払基金交付金 11, 756, 171 237,330 11, 993, 501 

25 県支出金 6,292,000 114, 725 6,406,725 
--

10 県負担金 5,935,500 114, 725 6,050,225 
9  ^ - r-- - -

40 繰入金 7,554,700 322,329 7,877,029 
' ~ ” - • ヘ

9 9 ,  

10 他会計繰入金 7,122,850 109,875 7,232,725 
9  ^  l  --、-- ----- - ~  

15 基金繰入金 431,850 212,454 
----～し 644,304 - - 9 ,―9  

威9 F  入 合 計 45,719,109 879,000 46,598, 109 

（単位：千円）
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介護保険事業特別会計

歳 出 （単位：千円）

款 項 補 正 前 の額 補 正 額 計

15 保険給付費 41,580,200 879,000 42,459,200 
＇← =  9  -

10 介護サービス等諸 39,417,400 879,000 40,296,400 

費

戚9 F  出 合 計 45, 719, 109 879,000 46,598,109 
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議案第1 5 号

令和 3 年度船橋市下水道事業会計補正予算

（総則）

第 1 条 令和 3 年度船橋市下水道事業会計の補正予算は、次に定めるところによる。

（資本的収入及び支出の補正）

第 2 条 予算第 4 条に定めた資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する（資本的収

入額が資本的支出額に対し不足する額 6, 9 2 9 ,  8 6 4 千円は、減債積立金 3 5 2 , 7 9  

1 千円、過年度分消費税資本的収支調整額 3 1  9, 1  5  2 千円、過年度分損益勘定留保資金

7 9 1 ,  2 2 5 千円及び当年度分損益勘定留保資金 5, 4 6 6 ,  6 9 6 千円で補填するもの

とする。）。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額） （計）

収 入

第 1 款 資 本 的 収 入 13,716,922千円 874,005千円 14,590,927千円

第 1項 企 業 債 8,175,600千円 269,600千円 8,445,200千円

第 3 項 補 助 金 3,482,145千円 590,674千円 4,072,819千円

第 4 項 負 担 金 804,427千円 13,731千円 818, 158千円

支 出

第 1 款 資 本的 支 出 20, 646, 711千円 874,080千円 21,520,791千円

第 1 項 建設改良費 10,590,818千円 874,080千円 11,464, 898千円

（継続費の補正）

第 3 条 予算第 5 条に定めた継続費を次のとおり追加及び変更する。

(1) 追加 （単位：千円）

款 項 事業名 総額 年度 年割額

1 資本的 1 建 設
令和 3年度 145,380 

支出 改良費 西 浦 下 水 処 理 場
合 流 汚 水 ポ ン プ 614,438 令和 4 年度 364,370 
設 備 更 新 事 業

令和 5年度 104,688 

令和 3 年度 186,600 
高 瀬下 水 処 理 場

分 流 ・ 遮 集 汚 水 ポ ン プ 759,363 令和 4 年度 419,596 
圭認n、 備 更 新 事 業

令和 5年度 153,167 
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（単位：千円）

款 項 事業名 総額 年度 年割額

1 資本的 1 建 設
令和 3 年度 149,100 

支出 改良費 高 瀬 下 水 処 理 場
水処理中央監視 948, 310 令和 4 年度 299,190 
舌圧凡』 備 更 新 事 業

令和 5 年度 500,020 

(2) 変更 （単位：千円）

補正前 補正後

款 項 事業名

総額 年度 年割額 総額 年度 年割額

1 資本的 1 建 設
令和 2 年度 135,000 令和 2 年度 135,000 

支出 改良費 上 長津 川
幹 線 管 渠 2,567,000 令和 3 年度 1,804,000 2,567,000 令和 3 年度 2,286,000 
築 造 事 業

令和 4 年度 628,000 令和 4 年度 146,000 

令和 2 年度 101,662 令和 2 年度 101, 662 

西 浦 下 水
令和 3 年度 700,000 令和 3 年度 836,308 

処 理 場
竿目 理 棟

4,212,400 4,212,400 

整備事業
令和 4 年度 782,800 令和 4 年度 945,000 

令和 5 年度 2,627,938 令和 5 年度 2,329,430 

西 浦 下 水
令和 3 年度 71,300 令和 3 年度 34,560 

処 理 場
261, 400 令和 4 年度 190, 100 252,604 令和 4 年度 .  153,570 

雨水沈殿池
設備更新事業

令和 5 年度 64,474 

高 瀬 下 水
令和 3 年度 79,100 令和 3 年度 49,500 

処理 場汚泥
290,100 令和 4 年度 211,000 210,980 令和 4 年度 90,800 

処理中央監視
設備更新事業

令和 5 年度 70,680 

（企業債の補正）

第 4 条 予算第 7 条に定めた起債の限度額を次のとおり補正する。

（単位：千円）

限度額
起債の目的

補正前の額 補正額 計

下 水 道 事 業 8,175,600 269,600 8,445,200 

令和 4 年 2 月 1 5 日提出

船橋市長 松 戸 し父
＊
月/1 
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議案第１６号 

 

 船橋市公共施設保全等基金条例を次のように制定する。 

 

  令和４年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   船橋市公共施設保全等基金条例 

 

（設置） 

第１条 公共施設の計画的な保全及び更新に必要な経費に充てるため、船橋市公共施設保

全等基金（以下「基金」という。）を設置する。 

 （積立て） 

第２条 基金として積み立てる額は、一般会計の予算の定めるところによる。 

（管理） 

第３条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利な方法により保

管しなければならない。 

 （運用益金の処理） 

第４条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計歳入歳出予算に計上して、この基金に編

入するものとする。 

（繰替運用） 

第５条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法、期間及び利率

を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運用することができる。 

 （処分） 

第６条 基金は、第１条に規定する経費に充てる場合に限り、一般会計歳入歳出予算に計

上して処分することができる。 

 （委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、基金の管理に関し必要な事項は、市長が定める。 
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附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

公共施設の計画的な保全及び更新に必要な経費に充てるため、公共施設保全等基金を設

置する必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第１７号 

 

船橋市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和４年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に

基づく個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例 

 

船橋市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律に基づ

く個人番号の利用に関する条例（平成２７年船橋市条例第５５号）の一部を次のように改

正する。 

改正後 改正前 

別表 別表 

その1 その1 

機関 事務 特定個人情報 

1 市長 生活に困

窮する外

国人に対

する生活

保護の措

置に関す

る事務で

あって規

則で定め

るもの 

児童福祉法(昭和22

年法律第164号)に

よる小児慢性特定

疾病医療費、療育の

給付若しくは高額

障害児通所給付費

の支給に関する情

報、身体障害者福祉

法(昭和24年法律第

283号)による身体

障害者手帳若しく

は精神保健及び精

神障害者福祉に関

する法律(昭和25年

機関 事務 特定個人情報 

1 市長 生活に困

窮する外

国人に対

する生活

保護の措

置に関す

る事務で

あって規

則で定め

るもの 

児童福祉法(昭和22

年法律第164号)に

よる小児慢性特定

疾病医療費、療育の

給付若しくは高額

障害児通所給付費

の支給に関する情

報、身体障害者福祉

法(昭和24年法律第

283号 )による身体

障害者手帳若しく

は精神保健及び精

神障害者福祉に関

する法律(昭和25年
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法律第123号)によ

る精神障害者保健

福祉手帳に関する

情報(以下「障害者

関 係 情 報 」 と い

う。)、生活保護法(昭

和25年法律第144

号)による保護の実

施若しくは就労自

立給付金若しくは

進学準備給付金の

支給に関する情報

(以下「生活保護関

係情報」という。)、

地方税法(昭和25年

法律第226号)その

他の地方税に関す

る法律に基づく条

例の規定により算

定した税額若しく

はその算定の基礎

となる事項に関す

る情報(以下「地方

税関係情報」とい

う。)、公営住宅法(昭

和26年法律第193

号)による公営住宅

(同法第2条第2号に

規定する公営住宅

をいう。以下同じ。)

の家賃若しくは敷

金に関する情報(以

下「公営住宅関係情

報」という。)、国

民健康保険法(昭和

33年法律第192号)

若しくは高齢者の

医療の確保に関す

る法律(昭和57年法

律第80号)による医

法律第123号 )によ

る精神障害者保健

福祉手帳に関する

情報(以下「障害者

関 係 情 報 」 と い

う。)、生活保護法(昭

和25年法律第144

号)による保護の実

施若しくは就労自

立給付金若しくは

進学準備給付金の

支給に関する情報

(以下「生活保護関

係情報」という。)、

地方税法(昭和25年

法律第226号 )その

他の地方税に関す

る法律に基づく条

例の規定により算

定した税額若しく

はその算定の基礎

となる事項に関す

る情報(以下「地方

税関係情報」とい

う。)、公営住宅法(昭

和26年法律第193

号)による公営住宅

(同法第2条第2号に

規定する公営住宅

をいう。以下同じ。)

の家賃若しくは敷

金に関する情報(以

下「公営住宅関係情

報」という。)、国

民健康保険法(昭和

33年法律第192号)

若しくは高齢者の

医療の確保に関す

る法律(昭和57年法

律第80号)による医
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療に関する給付の

支給若しくは保険

料の徴収に関する

情報(以下「医療保

険給付関係情報」と

いう。)、児童扶養

手当法(昭和36年法

律第238号)による

児童扶養手当の支

給に関する情報(以

下「児童扶養手当関

係情報」という。)、

母子及び父子並び

に寡婦福祉法(昭和

39年法律第129号)

による資金の貸付

け若しくは給付金

の支給に関する情

報、特別児童扶養手

当等の支給に関す

る法律(昭和39年法

律第134号)による

特別児童扶養手当、

障害児福祉手当若

しくは特別障害者

手当若しくは国民

年金法等の一部を

改正する法律(昭和

60年法律第34号)附

則第97条第1項の福

祉手当の支給に関

する情報、母子保健

法(昭和40年法律第

141号)による養育

医療の給付若しく

は養育医療に要す

る費用の支給に関

する情報、児童手当

法(昭和46年法律第

73号)による児童手

療に関する給付の

支給若しくは保険

料の徴収に関する

情報(以下「医療保

険給付関係情報」と

いう。)、児童扶養

手当法(昭和36年法

律第238号)による

児童扶養手当の支

給に関する情報(以

下「児童扶養手当関

係情報」という。)、

母子及び父子並び

に寡婦福祉法(昭和

39年法律第129号)

による資金の貸付

け若しくは給付金

の支給に関する情

報、特別児童扶養手

当等の支給に関す

る法律(昭和39年法

律第134号)による

特別児童扶養手当、

障害児福祉手当若

しくは特別障害者

手当若しくは国民

年金法等の一部を

改正する法律(昭和

60年法律第34号)附

則第97条第1項の福

祉手当の支給に関

する情報、母子保健

法(昭和40年法律第

141号 )による養育

医療の給付若しく

は養育医療に要す

る費用の支給に関

する情報、児童手当

法(昭和46年法律第

73号)による児童手
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当若しくは特例給

付の支給に関する

情報(以下「児童手

当関係情報」とい

う。)、中国残留邦

人等の円滑な帰国

の促進並びに永住

帰国した中国残留

邦人等及び特定配

偶者の自立の支援

に関する法律(平成

6年法律第30号)に

よる支援給付若し

くは配偶者支援金

の支給に関する情

報(以下「中国残留

邦人等支援給付等

関 係 情 報 」 と い

う。)、介護保険法(平

成9年法律第123号)

による保険給付の

支給、地域支援事業

の実施若しくは保

険料の徴収に関す

る情報(以下「介護

保険給付等関係情

報」という。)、感

染症の予防及び感

染症の患者に対す

る医療に関する法

律(平成10年法律第

114号)による費用

の負担若しくは療

養費の支給に関す

る情報(以下「感染

症療養費支給等関

係情報」という。)、

障害者の日常生活

及び社会生活を総

合的に支援するた

当若しくは特例給

付の支給に関する

情報(以下「児童手

当関係情報」とい

う。)、中国残留邦

人等の円滑な帰国

の促進並びに永住

帰国した中国残留

邦人等及び特定配

偶者の自立の支援

に関する法律(平成

6年法律第30号)に

よる支援給付若し

くは配偶者支援金

の支給に関する情

報(以下「中国残留

邦人等支援給付等

関 係 情 報 」 と い

う。)、介護保険法(平

成9年法律第123号)

による保険給付の

支給、地域支援事業

の実施若しくは保

険料の徴収に関す

る情報(以下「介護

保険給付等関係情

報」という。)、感

染症の予防及び感

染症の患者に対す

る医療に関する法

律(平成10年法律第

114号 )による費用

の負担若しくは療

養費の支給に関す

る情報(以下「感染

症療養費支給等関

係情報」という。)、

障害者の日常生活

及び社会生活を総

合的に支援するた
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めの法律(平成17年

法律第123号)によ

る自立支援給付の

支給若しくは地域

生活支援事業の実

施に関する情報、難

病の患者に対する

医療等に関する法

律(平成26年法律第

50号)による特定医

療費の支給に関す

る情報、遺児手当の

支給に関する情報、

重度心身障害者医

療費の助成に関す

る情報、障害者等日

常生活用具取付費

用助成金の支給に

関する情報、補装具

利用者負担額補助

金の交付に関する

情報、ひとり親家庭

等医療費の助成に

関する情報、子ども

医療費の助成に関

する情報、小児指定

疾病医療費の助成

に関する情報又は

グループホーム等

の家賃の補助に関

する情報であって

規則で定めるもの 

 

 

 

 

2及び3 

 (略) 

(略) (略) 

4 削除   

めの法律(平成17年

法律第123号 )によ

る自立支援給付の

支給若しくは地域

生活支援事業の実

施に関する情報、難

病の患者に対する

医療等に関する法

律(平成26年法律第

50号)による特定医

療費の支給に関す

る情報、遺児手当の

支給に関する情報、

重度心身障害者医

療費の助成に関す

る情報、母子家庭、

父子家庭等高等学

校等修学援助金の

助成に関する情報、

障害者等日常生活

用具取付費用助成

金の支給に関する

情報、補装具利用者

負担額補助金の交

付に関する情報、ひ

とり親家庭等医療

費の助成に関する

情報、子ども医療費

の助成に関する情

報、小児指定疾病医

療費の助成に関す

る情報又はグルー

プホーム等の家賃

の補助に関する情

報であって規則で

定めるもの 

2及び3 

 (略) 

(略) (略) 

4 市長 母 子 家 生活保護関係情報、
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5～10 

 (略) 

(略) (略) 

 

庭、父子

家庭等高

等学校等

修学援助

金の助成

に関する

事務であ

って規則

で定める

もの 

地方税関係情報、児

童扶養手当関係情

報、外国人生活保護

関係情報、遺児手当

の支給に関する情

報又はひとり親家

庭等医療費の助成

に関する情報であ

って規則で定める

もの 

5～10 

 (略) 

(略) (略) 

 

その2 その2 

機関 事務 特定個人情報 

1 ～ 5 

 (略) 

(略) (略) 

6 市長 生活保護

法による

保護の決

定及び実

施又は徴

収金の徴

収に関す

る事務で

あって規

則で定め

るもの 

児童福祉法による

高額障害児通所給

付費の支給に関す

る情報、障害者関係

情報、地方税関係情

報、公営住宅関係情

報、感染症療養費支

給等関係情報、障害

者の日常生活及び

社会生活を総合的

に支援するための

法律による地域生

活支援事業の実施

に関する情報、外国

人生活保護関係情

報、遺児手当の支給

に関する情報、重度

心身障害者医療費

の助成に関する情

報、障害者等日常生

活用具取付費用助

成金の支給に関す

る情報、補装具利用

機関 事務 特定個人情報 

1 ～ 5 

 (略) 

(略) (略) 

6 市長 生活保護

法による

保護の決

定及び実

施又は徴

収金の徴

収に関す

る事務で

あって規

則で定め

るもの 

児童福祉法による

高額障害児通所給

付費の支給に関す

る情報、障害者関係

情報、地方税関係情

報、公営住宅関係情

報、感染症療養費支

給等関係情報、障害

者の日常生活及び

社会生活を総合的

に支援するための

法律による地域生

活支援事業の実施

に関する情報、外国

人生活保護関係情

報、遺児手当の支給

に関する情報、重度

心身障害者医療費

の助成に関する情

報、母子家庭、父子

家庭等高等学校等

修学援助金の助成

に関する情報、障害
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者負担額補助金の

交付に関する情報、

ひとり親家庭等医

療費の助成に関す

る情報、子ども医療

費の助成に関する

情報、小児指定疾病

医療費の助成に関

する情報又はグル

ープホーム等の家

賃の補助に関する

情報であって規則

で定めるもの 

7～1 4の 

3 (略) 

(略) (略) 

15 市長 中国残留

邦人等の

円滑な帰

国の促進

並びに永

住帰国し

た中国残

留邦人等

及び特定

配偶者の

自立の支

援に関す

る法律に

よる支援

給付又は

配偶者支

援金の支

給に関す

る事務で

あって規

児童福祉法による

高額障害児通所給

付費の支給に関す

る情報、障害者関係

情報、地方税関係情

報、公営住宅関係情

報、感染症療養費支

給等関係情報、障害

者の日常生活及び

社会生活を総合的

に支援するための

法律による地域生

活支援事業の実施

に関する情報、外国

人生活保護関係情

報、遺児手当の支給

に関する情報、重度

心身障害者医療費

の助成に関する情

報、障害者等日常生

者等日常生活用具

取付費用助成金の

支給に関する情報、

補装具利用者負担

額補助金の交付に

関する情報、ひとり

親家庭等医療費の

助成に関する情報、

子ども医療費の助

成に関する情報、小

児指定疾病医療費

の助成に関する情

報又はグループホ

ーム等の家賃の補

助に関する情報で

あって規則で定め

るもの 

7～1 4の 

3 (略) 

(略) (略) 

15 市長 中国残留

邦人等の

円滑な帰

国の促進

並びに永

住帰国し

た中国残

留邦人等

及び特定

配偶者の

自立の支

援に関す

る法律に

よる支援

給付又は

配偶者支

援金の支

給に関す

る事務で

あって規

児童福祉法による

高額障害児通所給

付費の支給に関す

る情報、障害者関係

情報、地方税関係情

報、公営住宅関係情

報、感染症療養費支

給等関係情報、障害

者の日常生活及び

社会生活を総合的

に支援するための

法律による地域生

活支援事業の実施

に関する情報、外国

人生活保護関係情

報、遺児手当の支給

に関する情報、重度

心身障害者医療費

の助成に関する情

報、母子家庭、父子
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則で定め

るもの 

活用具取付費用助

成金の支給に関す

る情報、補装具利用

者負担額補助金の

交付に関する情報、

ひとり親家庭等医

療費の助成に関す

る情報、子ども医療

費の助成に関する

情報、小児指定疾病

医療費の助成に関

する情報又はグル

ープホーム等の家

賃の補助に関する

情報であって規則

で定めるもの 

 

 

 

 

16 及 び

16の 2 

(略) 

(略) (略) 

1 6の 3  

市長 

健康増進

法 ( 平 成

14年法律

第103号)

による健

康増進事

業の実施

に関する

事務であ

って規則

で定める

もの 

生活保護関係情報、

医療保険給付関係

情報、児童扶養手当

関係情報、中国残留

邦人等支援給付等

関係情報又は外国

人生活保護関係情

報であって規則で

定めるもの 

17～19  

(略) 

(略) (略) 

 

則で定め

るもの 

家庭等高等学校等

修学援助金の助成

に関する情報、障害

者等日常生活用具

取付費用助成金の

支給に関する情報、

補装具利用者負担

額補助金の交付に

関する情報、ひとり

親家庭等医療費の

助成に関する情報、

子ども医療費の助

成に関する情報、小

児指定疾病医療費

の助成に関する情

報又はグループホ

ーム等の家賃の補

助に関する情報で

あって規則で定め

るもの 

16 及 び

16の 2 

(略) 

(略) (略) 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

17～19  

(略) 

(略) (略) 

   

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、別表その１の改正規定並びに別表その２
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の６の項及び１５の項の改正規定は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の一部改正に

伴い、個人番号の利用について、所要の定めをする等の必要がある。これが、この条例案

を提出する理由である。 
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議案第１８号 

 

船橋市個人情報保護条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和４年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市個人情報保護条例の一部を改正する条例 

 

船橋市個人情報保護条例（平成１７年船橋市条例第６号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(定義) (定義) 

第2条 (略) 第2条 (略) 

2 (略) 2 (略) 

3 この条例において「個人識別符号」とは、

個人情報の保護に関する法律(平成15年法

律第57号)第2条第2項に規定する個人識

別符号をいう。 

3 この条例において「個人識別符号」とは、

行政機関の保有する個人情報の保護に関

する法律(平成15年法律第58号)第2条第3

項に規定する個人識別符号をいう。 

4～10 (略)  4～10 (略)  

(事業者の責務) (事業者の責務) 

第5条 事業者(法人その他の団体(国、独立

行政法人等(個人情報の保護に関する法律

第2条第9項に規定する独立行政法人等を

いう。以下同じ。)、地方公共団体及び地

方独立行政法人(地方独立行政法人法(平

成15年法律第118号)第2条第1項に規定す

る地方独立行政法人をいう。以下同じ。)

を除く。以下「法人等」という。)又は事

業を営む個人をいう。以下同じ。)は、個

人情報の保護の重要性を認識し、個人情報

の取扱いに伴う個人の権利利益の侵害の

防止に関し必要な措置を講ずるとともに、

個人情報の保護のための市の施策に協力

第5条 事業者(法人その他の団体(国、独立

行政法人等(独立行政法人等の保有する個

人情報の保護に関する法律(平成15年法律

第59号)第2条第1項に規定する独立行政

法人等をいう。以下同じ。)、地方公共団

体及び地方独立行政法人(地方独立行政法

人法(平成15年法律第118号)第2条第1項

に規定する地方独立行政法人をいう。以下

同じ。)を除く。以下「法人等」という。)

又は事業を営む個人をいう。以下同じ。)

は、個人情報の保護の重要性を認識し、個

人情報の取扱いに伴う個人の権利利益の

侵害の防止に関し必要な措置を講ずると
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する責務を有する。 ともに、個人情報の保護のための市の施策

に協力する責務を有する。 

(情報提供等記録の提供先への通知) (情報提供等記録の提供先への通知) 

第41条の2 実施機関は、訂正決定に基づき

実施機関が保有する情報提供等記録の訂

正の実施をした場合において、必要がある

と認めるときは、内閣総理大臣及び番号法

第19条第8号に規定する情報照会者若し

くは情報提供者又は同条第9号に規定す

る条例事務関係情報照会者若しくは条例

事務関係情報提供者(当該訂正に係る情報

提供等記録に記録された者であって、当該

実施機関の長以外のものに限る。)に対し、

遅滞なく、その旨を書面により通知するも

のとする。 

第41条の2 実施機関は、訂正決定に基づき

実施機関が保有する情報提供等記録の訂

正の実施をした場合において、必要がある

と認めるときは、総務大臣及び番号法第

19条第8号に規定する情報照会者若しく

は情報提供者又は同条第9号に規定する

条例事務関係情報照会者若しくは条例事

務関係情報提供者(当該訂正に係る情報提

供等記録に記録された者であって、当該実

施機関の長以外のものに限る。)に対し、

遅滞なく、その旨を書面により通知するも

のとする。 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。ただし、第４１条の２の改正規定は、公

布の日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律及び独立行政法人等の保有する個人情

報の保護に関する法律の廃止に伴い、所要の改正を行う等の必要がある。これが、この条

例案を提出する理由である。 
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議案第１９号 

 

 船橋市職員定数条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和４年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市職員定数条例の一部を改正する条例 

 

船橋市職員定数条例（昭和３５年船橋市条例第１６号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(職員の定数) (職員の定数) 

第2条 (各号列記以外の部分略) 第2条 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

(2) 消防職員 671人 (2) 消防職員 647人 

(3)～(9) (略) (3)～(9) (略) 

2 (略) 2 (略) 

 附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

理 由 

 

 消防業務の充実を図るため、職員定数を改正する必要がある。これが、この条例案を提

出する理由である。 
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議案第２０号 

 

職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和４年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長   松  戸   徹  

 

 

職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例 

  

職員の服務の宣誓に関する条例（昭和２６年船橋市条例第２４号）の一部を次のように

改正する。 

改正後 改正前 

第2条 新たに職員となった者は、別記様式

による宣誓書を任命権者に提出してから

でなければその職務を行ってはならない。 

第2条 新たに職員となった者は、任命権者

の定める上級の公務員の面前において、別

記様式による宣誓書に署名してからでな

ければその職務を行ってはならない。 

別記様式 

(略) 

 氏 

 名 

 

  

別記様式 

(略) 

 氏 

 名 

 

 印 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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理 由 

 

職員の服務の宣誓に関する政令の一部改正にならい、宣誓書の押印等について、所要の

改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第２１号 

 

 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和４年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 職員の育児休業等に関する条例（平成４年船橋市条例第７号）の一部を次のように改正

する。 

改正後 改正前 

(育児休業をすることができない職員) (育児休業をすることができない職員) 

第2条 (各号列記以外の部分略) 第2条 (各号列記以外の部分略) 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(3) (略) (3) (略) 

ア その養育する子(育児休業法第2条

第1項に規定する子をいう。以下同

じ。)が1歳6箇月に達する日(以下「1

歳6箇月到達日」という。)(第5条の規

定に該当する場合にあっては、2歳に

達する日)までに、その任期が満了す

ること及び引き続き採用されないこ

とが明らかでない非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職

員 

 (ｱ) 引き続き在職した期間が1年以

上である非常勤職員 

 (ｲ) その養育する子(育児休業法第2

条第1項に規定する子をいう。以下

同じ。)が1歳6箇月に達する日(以下

「1歳6箇月到達日」という。)(第5

条の規定に該当する場合にあって

は、2歳に達する日)までに、その任

期が満了すること及び引き続き採

－23－



用されないことが明らかでない非

常勤職員 

イ及びウ (略) イ及びウ (略) 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 非常勤職員の育児休業の取得要件について、所要の改正を行う必要がある。これが、こ

の条例案を提出する理由である。 
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議案第２２号 

 

 非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例を次の

ように制定する。 

 

  令和４年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和５５年船橋市条例第２

号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(消防団員の出動報酬)  

第10条の2 非常勤職員のうち、消防団員に

は、前条第1項に規定する報酬を支給する

ほか、消防団員が火災若しくは地震等のた

めの出動、警戒、訓練又は会議等の職務に

従事したときは、別表第3の2に掲げる出

動報酬を支給する。 

 

第13条及び第14条 削除 第13条 削除 

 (消防団員の日額費用弁償) 

 第14条 非常勤職員のうち、消防団員が火

災、地震等のための出動、警戒又は訓練に

従事したときは、別表第5に掲げる費用弁

償を支給する。 

別表第3の2  

区分 出動報酬 

火災 1回につき 4,000円。ただ

し、従事した時間が4時間

以上である場合にあって

は、8,000円 

地震等 日額 8,000円 
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警戒 日額 3,500円 

訓練 日額 3,500円 

会議等 日額 2,500円   
 

 別表第5 

 区分 額 

火災、地震等 1回につき 3,500円。ただ

し、従事した時間が4時間

以上である場合にあって

は、7,000円 

警戒 1日につき 2,500円 

訓練 1日につき 2,500円   
 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償等に関する条例の規定は、令和４

年４月１日以後に生じた火災、地震等について適用し、同日前に生じた火災、地震等に

ついては、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

消防団員の処遇の改善を図るため、消防団員の報酬について、所要の改正を行う必要が

ある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第２３号 

 

 会計年度任用職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和４年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   会計年度任用職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例 

 

 会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年船橋市条例第１３号）の一部を次の

ように改正する。 

改正後 改正前 

(期末手当) (期末手当) 

第11条 (略) 第11条 (略) 

2 前項の規定によりその例によることと

される一般職の職員の給与に関する条例

第28条第2項の規定の適用については、同

項中「100分の120」とあるのは、「100分

の125」とする。 

 

3 第1項の期末手当は、規則で定める日に

支給する。 

2 前項の期末手当は、規則で定める日に支

給する。 

4 前3項の規定にかかわらず、規則で定め

る会計年度任用職員にあっては、期末手当

を支給しない。 

3 前2項の規定にかかわらず、規則で定め

る会計年度任用職員にあっては、期末手当

を支給しない。 

別表 別表 

給料表 職務の級 号給 

(略) (略) (略) 

行政職給料表(2) (略) 1号給から

31号給まで 

(略) (略) (略) 
 

給料表 職務の級 号給 

(略) (略) (略) 

行政職給料表(2) (略) 1号給から

28号給まで 

(略) (略) (略) 
   

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１１条の改正規定は、令和４年４月
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１日から施行する。 

２ 改正後の会計年度任用職員の給与等に関する条例（以下「改正後の条例」という。）別

表の規定は、令和４年２月１日から適用する。 

 （給与の内払） 

３ 改正後の条例の規定を適用する場合には、改正前の会計年度任用職員の給与等に関す

る条例の規定に基づいて支給された給与は、改正後の条例の規定による給与の内払とみ

なす。 

 （委任） 

４ 前項に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 会計年度任用職員の期末手当等について、所要の改正を行う必要がある。これが、この

条例案を提出する理由である。 
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議案第２４号 

 

 消防団服務規律及び懲戒条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和４年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   消防団服務規律及び懲戒条例の一部を改正する条例 

 

 消防団服務規律及び懲戒条例（昭和２４年船橋市条例第１２号）の一部を次のように改

正する。 

改正後 改正前 

   船橋市消防団員服務規律等に関する

条例 

   消防団服務規律及び懲戒条例 

第3条 消防団員が10日以上居住地を離れ

る場合は、消防団長にあっては市長に、そ

の他の者にあっては消防団長又は分団長

に届け出なければならない。 

第3条 消防団員にて10日以上居住地を離

れる場合は団長にあっては消防局長に、そ

の他の者にあっては団長又は分団長に届

け出なければならない。 

 (分限)  

第6条 任命権者は、消防団員が次の各号の

いずれかに該当するときは、これを降任

し、又は免職することができる。 

第6条 消防団員にして次の各号のいずれ

かに該当するものあるときは市長はこれ

を懲戒するものとする。 

(1) 勤務実績が良くないとき。 

(2) 心身の故障のため、職務の遂行に支

障があり、又はこれに堪えないとき。 

(3) 前2号に掲げるもののほか、消防団員

に必要な適格性を欠くとき。 

(4) 定数の改廃又は予算の減少により過

員を生じたとき。 

(1) 職務上の義務に違背し、又は義務を

怠ったとき。 

(2) 職務の内外を問わず消防団員たるの

体面を損ずる所為があったとき。 

2 消防団員は、次の各号のいずれかに該当

するに至ったときは、その身分を失う。 

 

(1) 禁錮以上の刑に処せられ、その執行

を受けたとき。 
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(2) 市内に居住せず、かつ、勤務しなく

なったとき。 

 

(3) 所在不明となったとき。  

(懲戒)  

第7条 任命権者は、消防団員が次の各号の

いずれかに該当するときは、懲戒処分とし

て戒告、停職又は免職の処分をすることが

できる。 

(1) 消防に関する法令、条例又は規則に

違反したとき。 

(2) 職務上の義務に違反し、又は職務を

怠ったとき。 

(3) 消防団員としてふさわしくない非行

があったとき。 

2 停職は、1月以内の期間を定めて行う。 

第7条 前条の懲戒は、次の区別によりこれ

を行う。 

(1) 免職 

(2) 停職 

(3) 譴責 

停職は1年以内において期間を定めて

これを行う。 

消防団員の中に懲戒に該当すると認め

る者があるときは、団長は消防局長を通じ

て市長に通知しなければならない。 

(分限及び懲戒の手続)  

第8条 分限及び懲戒に関する処分の手続

は、規則で定める。 

第8条 懲戒に該当する者で情状を酌量す

べき者に対しては、1年以内の期間を限り

その懲戒を猶予することができる。 

 前項の規定により猶予せられた者改悛

の情ないときは、猶予を取り消しその懲戒

を行う。 

 猶予を取り消されることなく猶予の期

間を経過したときにその懲戒はこれを行

わない。 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

理 由 

 

消防団員の分限について、所要の定めをする等の必要がある。これが、この条例案を提

出する理由である。 
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議案第２５号 

 

船橋市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和４年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

船橋市国民健康保険条例（昭和４７年船橋市条例第１６号）の一部を次のように改正す

る。 

改正後 改正前 

(一般被保険者に係る基礎賦課総額) (一般被保険者に係る基礎賦課総額) 

第11条の3 保険料の賦課額のうち一般被

保険者(法附則第7条第1項に規定する退職

被保険者等(以下「退職被保険者等」とい

う。)以外の被保険者をいう。以下同じ。)

に係る基礎賦課額(第20条及び第20条の3

の規定により基礎賦課額を減額するもの

とした場合にあっては、その減額すること

となる額を含む。)の総額(以下「基礎賦課

総額」という。)は、第1号に掲げる額の見

込額から第2号に掲げる額の見込額を控

除した額を基準として算定した額とする。

ただし、第28条の規定による保険料の減

免を行う場合においては、第1号に掲げる

額の見込額から第2号に掲げる額の見込

額を控除した額に第3号に掲げる額の見

込額を合算した額を基準として算定した

額とすることができる。 

第11条の3 保険料の賦課額のうち一般被

保険者(法附則第7条第1項に規定する退職

被保険者等(以下「退職被保険者等」とい

う。)以外の被保険者をいう。以下同じ。)

に係る基礎賦課額(第20条の規定により基

礎賦課額を減額するものとした場合にあ

っては、その減額することとなる額を含

む。)の総額(以下「基礎賦課総額」という。)

は、第1号に掲げる額の見込額から第2号

に掲げる額の見込額を控除した額を基準

として算定した額とする。ただし、第28

条の規定による保険料の減免を行う場合

においては、第1号に掲げる額の見込額か

ら第2号に掲げる額の見込額を控除した

額に第3号に掲げる額の見込額を合算し

た額を基準として算定した額とすること

ができる。 

 (1) (略)  (1) (略) 

  ア及びイ (略)   ア及びイ (略) 

ウ 法第81条の2第5項の財政安定化基 ウ 法第81条の2第4項の財政安定化基
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金拠出金の納付に要する費用の額 金拠出金の納付に要する費用の額 

エ 法第81条の2第10項第2号に規定す

る財政安定化基金事業借入金の償還

に要する費用の額 

エ 法第81条の2第9項第2号に規定す

る財政安定化基金事業借入金の償還

に要する費用の額 

  オ及びカ (略)   オ及びカ (略) 

 (2) (略)  (2) (略) 

  ア～ウ (略)   ア～ウ (略) 

エ その他国民健康保険事業に要する

費用(国民健康保険の事務の執行に要

する費用を除く。)のための収入(法附

則第9条第1項の規定により読み替え

られた法第72条の3第1項及び第72条

の3の2第1項の規定による繰入金及

び国民健康保険保険給付費等交付金

(退職被保険者等の療養の給付等に要

する費用に係るものに限る。)を除

く。)の額 

エ その他国民健康保険事業に要する

費用(国民健康保険の事務の執行に要

する費用を除く。)のための収入(法附

則第9条第1項の規定により読み替え

られた法第72条の3第1項の規定によ

る繰入金及び国民健康保険保険給付

費等交付金(退職被保険者等の療養の

給付等に要する費用に係るものに限

る。)を除く。)の額 

 (3) (略)  (3) (略) 

(基礎賦課額の保険料率) (基礎賦課額の保険料率) 

第14条 (各号列記以外の部分略) 第14条 (各号列記以外の部分略) 

 (1) (略)  (1) (略) 

(2) 被保険者均等割 被保険者1人につ

いて32,360円 

(2) 被保険者均等割 被保険者1人につ

いて27,360円 

(一般被保険者に係る後期高齢者支援金等

賦課総額) 

(一般被保険者に係る後期高齢者支援金等

賦課総額) 

第16条の2 保険料の賦課額のうち一般被

保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額

(第20条及び第20条の3の規定により後期

高齢者支援金等賦課額を減額するものと

した場合にあっては、その減額することに

なる額を含む。)の総額(以下「後期高齢者

支援金等賦課総額」という。)は、第1号に

掲げる額の見込額から第2号に掲げる額

の見込額を控除した額を基準として算定

した額とする。ただし、第28条の規定に

よる保険料の減免を行う場合においては、

第1号に掲げる額の見込額から第2号に掲

げる額の見込額を控除した額に第3号に

掲げる額の見込額を合算した額を基準と

して算定した額とすることができる。 

第16条の2 保険料の賦課額のうち一般被

保険者に係る後期高齢者支援金等賦課額

(第20条の規定により後期高齢者支援金等

賦課額を減額するものとした場合にあっ

ては、その減額することになる額を含む。)

の総額(以下「後期高齢者支援金等賦課総

額」という。)は、第1号に掲げる額の見込

額から第2号に掲げる額の見込額を控除

した額を基準として算定した額とする。た

だし、第28条の規定による保険料の減免

を行う場合においては、第1号に掲げる額

の見込額から第2号に掲げる額の見込額

を控除した額に第3号に掲げる額の見込

額を合算した額を基準として算定した額

とすることができる。 
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 (1) (略)  (1) (略) 

 (2) (略)  (2) (略) 

  ア (略)   ア (略) 

イ その他国民健康保険事業に要する

費用(国民健康保険事業費納付金の納

付に要する費用に限る。)のための収

入(法附則第9条第1項の規定により読

み替えられた法第72条の3第1項及び

第72条の3の2第1項の規定による繰

入金を除く。)の額 

イ その他国民健康保険事業に要する

費用(国民健康保険事業費納付金の納

付に要する費用に限る。)のための収

入(法附則第9条第1項の規定により読

み替えられた法第72条の3第1項の規

定による繰入金を除く。)の額 

 (3) (略)  (3) (略) 

(低所得者の保険料の減額) (保険料の減額) 

第20条 (略) 第20条 (略) 

 (未就学児の被保険者均等割額の減額)  

第20条の3 当該年度において、その世帯に

6歳に達する日以後の最初の3月31日以前

である被保険者(以下「未就学児」という。)

がある場合における当該被保険者に係る

当該年度分の基礎賦課額の被保険者均等

割額は、第14条又は第15条の3の基礎賦課

額の被保険者均等割の保険料額から、当該

保険料額に、それぞれ、10分の5を乗じて

得た額を控除して得た額とする(第3項に

掲げる場合を除く。)。 

 

2 前項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合にお

いて、同項中「基礎賦課額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額」と、「第14条

又は第15条の3」とあるのは「第16条の2

の4又は第16条の2の7」と読み替えるもの

とする。 

 

3 当該年度において、第20条に規定する基

準に従い保険料を減額するものとした納

付義務者の世帯に未就学児がある場合に

おける当該未就学児に係る当該年度分の

基礎賦課額の被保険者均等割額は、第1号

に掲げる額から第2号に掲げる額を控除し

て得た額とする。 

 

 (1) 第14条又は第15条の3の基礎賦課額

の被保険者均等割の保険料額から、当該
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保険料額に第20条第1項各号に規定す

る場合に応じてそれぞれ同項各号に掲

げる割合を乗じて得た額を控除して得

た額 

 (2) 前号に掲げる額に、それぞれ、10分

の5を乗じて得た額(1円未満の端数があ

るときは、これを切り上げるものとす

る。) 

 

4 前項の規定は、後期高齢者支援金等賦課

額の減額について準用する。この場合にお

いて、同項中「基礎賦課額」とあるのは「後

期高齢者支援金等賦課額」と、「第14条

又は第15条の3」とあるのは「第16条の2

の4又は第16条の2の7」と読み替えるもの

とする。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の船橋市国民健康保険条例の規定は、令和４年度以後の年度分の保険料につい

て適用し、令和３年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、未就学児の被保険者均等割額の減額について

所要の定め等をするとともに、基礎賦課額の保険料率を変更する必要がある。これが、こ

の条例案を提出する理由である。 
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議案第２６号 

 

 船橋市旅館業法に基づく衛生に必要な措置等を定める条例及び船橋市公衆浴場法に基づ

く衛生に必要な措置等を定める条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和４年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   船橋市旅館業法に基づく衛生に必要な措置等を定める条例及び船橋市公衆浴場法に

基づく衛生に必要な措置等を定める条例の一部を改正する条例 

 

 （船橋市旅館業法に基づく衛生に必要な措置等を定める条例の一部改正） 

第１条 船橋市旅館業法に基づく衛生に必要な措置等を定める条例（平成２４年船橋市条

例第５０号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 (定義)  

第1条の2 この条例において、次の各号に

掲げる用語の意義は、当該各号に定めると

ころによる。 

 

(1) 原湯 浴槽の湯を再利用せずに浴槽

に直接注入される温水をいう。 

 

(2) 原水 原湯の原料に用いる水及び浴

槽の水の温度を調整する目的で、浴槽の

水を再利用せずに浴槽に直接注入され

る水をいう。 

 

(3) 上がり用湯 洗い場及びシャワーに

備え付けられた給湯栓から供給される

温水をいう。 

 

(4) 上がり用水 洗い場及びシャワーに

備え付けられた給水栓から供給される

水をいう。 

 

(5) 浴槽水 浴槽内の水及び湯をいう。  
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(浴室の衛生管理) (浴室の衛生管理) 

第10条 (各号列記以外の部分略) 第10条 (各号列記以外の部分略) 

(1) (略) (1) (略) 

 (2) 洗い場に備え付けられた給水栓及び

給湯栓は、清潔な水及び湯(人の飲用に

適する水及び湯をいう。以下同じ。)を

十分に供給すること。 

(2) シャワー及び打たせ湯(主としてマ

ッサージと同様の効果を期待して水又

は湯を入浴者に当てる設備をいう。)は、

循環している浴槽水を使用しないこと。 

(3) シャワー又は打たせ湯(主としてマ

ッサージと同様の効果を期待して水又

は湯を入浴者に当てる設備をいう。)は、

清潔な水及び湯を使用すること。 

(3) 循環ろ過器(浴槽水を循環させ、ろ過

する設備をいう。以下同じ。)を設置す

る浴槽については、次に掲げる措置を講

ずること。 

(4) 循環ろ過器(浴槽内の水及び湯(以下

「浴槽水」という。)を循環させ、ろ過

する設備をいう。以下同じ。)を設置す

る浴槽については、次に掲げる措置を講

ずること。 

ア及びイ (略) ア及びイ (略) 

(4) (略) (5) (略) 

(5) 浴槽水は、規則で定めるところによ

り消毒すること。 

 

(6) オーバーフロー水(浴槽からあふれ

出た水及び湯をいう。以下同じ。)並び

に回収槽(オーバーフロー水を回収し、

貯留する槽をいう。)の水及び湯を浴用

に供しないこと。ただし、規則で定める

ところにより管理する場合は、この限り

でない。 

(6) 浴槽に使用する水及び湯は、回収槽

(浴槽からあふれ出た水及び湯を回収

し、貯留する水槽をいう。)の水及び湯

を使用しないこと。 

(7) 原湯、原水、上がり用湯及び上がり

用水並びに浴槽水の水質は、規則で定め

る基準に適合していること。 

(7) 浴槽水並びに浴槽に使用する水及び

湯の水質は、規則で定める基準に適合し

ていること。 

(8) 原湯、原水、上がり用湯及び上がり

用水並びに浴槽水は、規則で定めるとこ

ろにより、水質検査を行い、その記録を

3年間保存すること。 

(8) 浴槽水並びに浴槽に使用する水及び

湯は、規則で定めるところにより、水質

検査を行い、その記録を3年間保存する

こと。 

(9) 集毛器(浴槽水を再利用するため、浴

槽水に混入した毛髪や比較的大きな異

物を捕集する装置をいう。)及び貯湯槽

(原湯等を貯留する槽をいう。)は、規則

で定めるところにより管理すること。 

 

(10) 客室以外の場所において共同で使  
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用する浴室を設ける場合は、入浴者の見

やすい場所に、浴槽に入る前には身体を

洗うこと、公衆衛生に害を及ぼすおそれ

のある行為をしないこと等の注意事項

を掲示すること。 

(洗面所の衛生管理) (洗面所の衛生管理) 

第11条 洗面所は、飲用に適する水及び湯

を十分に供給し、適切に清掃し、常に清潔

に保たなければならない。 

第11条 洗面所は、清潔な水及び湯を十分

に供給し、適切に清掃し、常に清潔に保た

なければならない。 

(衛生管理責任者)  

第12条の2 自主管理を行うため、法第2条

第1項に規定する旅館業を営む者又は従

業員のうちから日常の衛生管理に係る責

任者を定めなければならない。 

 

(旅館・ホテル営業の施設の構造設備の基

準) 

(旅館・ホテル営業の施設の構造設備の基

準) 

第14条 (各号列記以外の部分略) 第14条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(4) (略) (1)～(4) (略)  

(5) 洋式浴室以外の浴室のうち洗い場を

有する浴室は、当該洗い場に入浴者の需

要を満たすことができる十分な数の給

水栓及び給湯栓を有すること。 

(5) 洋式浴室以外の浴室のうち洗い場を

有する浴室は、当該洗い場に入浴者の需

要を満たすことができる十分な数の給

水栓及び給湯栓をそれぞれ同数有する

こと。 

(6) 洋式浴室以外の浴室の浴槽は、オー

バーフロー水並びに洗い場等で使用さ

れた水及び湯が流入しない構造である

こと。 

(6) 洋式浴室以外の浴室の浴槽は、浴槽

から洗い場等にあふれ出た水及び湯並

びに洗い場等で使用された水及び湯が

流入しない構造であること。 

(7) 洋式浴室以外の浴室の浴槽に気泡発

生装置等(気泡発生装置、ジェット噴射

装置等微小な水粒を発生させる設備を

いう。以下同じ。)を設置する場合は、

当該気泡発生装置等の吸気口は、土ぼこ

りが入らない構造であること。 

(7) 洋式浴室以外の浴室の浴槽に気泡等

発生装置(気泡及び水流を発生させる装

置をいう。以下同じ。)を設置する場合

は、当該気泡等発生装置の吸気口は、土

ぼこりが入らない構造であること。 

(8) (略) (8) (略) 

ア～エ (略) ア～エ (略) 

オ 循環ろ過器を設置した浴槽は、気泡

発生装置等が設置されていないこと。

ただし、当該浴槽の浴槽水を毎日換水

して使用する場合は、この限りでな

い。 

オ 循環ろ過器を設置した浴槽は、気泡

等発生装置その他微小な水粒を発生

させる設備が設置されていないこと。

ただし、当該浴槽の浴槽水を毎日換水

して使用する場合は、この限りでな
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い。 

カ (略) カ (略) 

(9)～(11) (略) (9)～(11) (略) 

 （船橋市公衆浴場法に基づく衛生に必要な措置等を定める条例の一部改正） 

第２条 船橋市公衆浴場法に基づく衛生に必要な措置等を定める条例（平成２４年船橋市

条例第５１号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(定義) (定義) 

第2条 (各号列記以外の部分略) 第2条 (各号列記以外の部分略) 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(3) 原湯 浴槽の湯を再利用せずに浴槽

に直接注入される温水をいう。 

 

(4) 原水 原湯の原料に用いる水及び浴

槽の水の温度を調整する目的で、浴槽の

水を再利用せずに浴槽に直接注入され

る水をいう。 

 

(5) 上がり用湯 洗い場及びシャワーに

備え付けられた給湯栓から供給される

温水をいう。 

 

(6) 上がり用水 洗い場及びシャワーに

備え付けられた給水栓から供給される

水をいう。 

 

(7) (略) (3) (略) 

(一般公衆浴場の衛生及び風紀に必要な措

置の基準) 

(一般公衆浴場の衛生及び風紀に必要な措

置の基準) 

第4条 (各号列記以外の部分略) 第4条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(10) (略) (1)～(10) (略) 

(11) 洗い場は、入浴者の需要を満たすこ

とができる十分な数の給水栓及び給湯

栓を設けること。 

(11) 洗い場は、入浴者の需要を満たすこ

とができる十分な数の給水栓及び給湯

栓をそれぞれ同数設けること。 

(12) (略) (12) (略) 

(13) 浴槽は、オーバーフロー水(浴槽か

らあふれ出た水及び湯をいう。以下同

じ。)並びに洗い場等で使用された水及

び湯が流入しない構造とすること。 

(13) 浴槽は、浴槽から洗い場等にあふれ

出た水及び湯並びに洗い場等で使用さ

れた水及び湯が流入しない構造とする

こと。 

(14) 浴槽に気泡発生装置等(気泡発生装

置、ジェット噴射装置等微小な水粒を発

生させる設備をいう。以下同じ。)を設

(14) 浴槽に気泡等発生装置(気泡及び水

流を発生させる装置をいう。以下同じ。)

を設置する場合は、気泡等発生装置の吸
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置する場合は、気泡発生装置等の吸気口

は、土ぼこりが入らない構造とするこ

と。 

気口は、土ぼこりが入らない構造とする

こと。 

(15) (略) (15) (略) 

ア～エ (略) ア～エ (略) 

オ 循環ろ過器を設置した浴槽は、気泡

発生装置等を設置しないこと。ただ

し、当該浴槽の浴槽水を毎日換水して

使用する場合は、この限りでない。 

オ 循環ろ過器を設置した浴槽は、気泡

等発生装置その他微小な水粒を発生

させる設備を設置しないこと。ただ

し、当該浴槽の浴槽水を毎日換水して

使用する場合は、この限りでない。 

カ (略) カ (略) 

(16)～(24) (略) (16)～(24) (略) 

 (25) 洗い場に備え付けられた給水栓及

び給湯栓は、清潔な水及び湯(人の飲用

に適する水及び湯をいう。以下同じ。)

を十分に供給すること。 

(25) シャワー及び打たせ湯(主としてマ

ッサージと同様の効果を期待して水又

は湯を入浴者に当てる設備をいう。)は、

循環している浴槽水を使用しないこと。 

(26) シャワー又は打たせ湯(主としてマ

ッサージと同様の効果を期待して水又

は湯を入浴者に当てる設備をいう。)は、

清潔な水及び湯を使用すること。 

(26)及び(27) (略) (27)及び(28) (略) 

(28) 浴槽水は、規則で定めるところによ

り消毒すること。 

 

 

(29) オーバーフロー水並びに回収槽(オ

ーバーフロー水を回収し、貯留する槽を

いう。)の水及び湯を浴用に供しないこ

と。ただし、規則で定めるところにより

管理する場合は、この限りでない。 

(29) 浴槽に使用する水及び湯は、回収槽

(浴槽からあふれ出た水及び湯を回収

し、貯留する水槽をいう。)の水及び湯

を使用しないこと。 

(30) 原湯、原水、上がり用湯及び上がり

用水並びに浴槽水の水質は、規則で定め

る基準に適合していること。 

(30) 浴槽水並びに浴槽に使用する水及

び湯の水質は、規則で定める基準に適合

していること。 

(31) 原湯、原水、上がり用湯及び上がり

用水並びに浴槽水は、規則で定めるとこ

ろにより水質検査を行い、その記録を3

年間保存すること。 

(31) 浴槽水並びに浴槽に使用する水及

び湯は、規則で定めるところにより水質

検査を行い、その記録を3年間保存する

こと。 

(32) 集毛器(浴槽水を再利用するため、

浴槽水に混入した毛髪や比較的大きな

異物を捕集する装置をいう。)及び貯湯

槽(原湯等を貯留する槽をいう。)は、規

則で定めるところにより管理すること。 
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(33) 入浴者の見やすい場所に、浴槽に入

る前には身体を洗うこと、公衆衛生に害

を及ぼすおそれのある行為をしないこ

と等の注意事項を掲示すること。 

 

(34)及び(35) (略) (32)及び(33) (略) 

 (36) 自主管理を行うため、法第2条の2

第1項に規定する浴場業を営む者又は従

業員のうちから日常の衛生管理に係る

責任者を定めること。 

 

第6条 (各号列記以外の部分略) 第6条 (各号列記以外の部分略) 

(1)～(6) (略) (1)～(6) (略) 

(7) 第4条第5号から第7号まで、第9号、

第11号から第15号まで、第20号から第3

4号まで及び第36号に掲げる基準に適

合すること。 

(7) 第4条第5号から第7号まで、第9号、

第11号から第15号まで及び第20号から

第32号までに掲げる基準に適合するこ

と。 

   附 則 

 この条例は、令和４年７月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 レジオネラ症発生防止対策を強化するため、所要の改正等を行う必要がある。これが、

この条例案を提出する理由である。 
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議案第２７号 

 

船橋市民生委員の定数を定める条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和４年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市民生委員の定数を定める条例の一部を改正する条例 

 

船橋市民生委員の定数を定める条例（平成２６年船橋市条例第５１号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改正後 改正前 

民生委員法(昭和23年法律第198号)第4条

第1項の規定に基づき、民生委員の定数を79

4人とする。 

民生委員法(昭和23年法律第198号)第4条

第1項の規定に基づき、民生委員の定数を78

9人とする。 

   附 則 

 この条例は、令和４年１２月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 民生委員の一斉改選に伴い、民生委員の定数を改正する必要がある。これが、この条例

案を提出する理由である。 
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議案第２８号 

 

 船橋市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条例を

次のように制定する。 

 

  令和４年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   船橋市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条

例 

 

 船橋市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年船橋市条例

第７０号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

 (懲戒に係る権限の濫用禁止)  (懲戒に係る権限の濫用禁止) 

第13条 児童福祉施設の長は、入所中の児

童に対し法第47条第1項の規定により親

権を行う場合であって懲戒するとき又は

同条第3項の規定により懲戒に関しその児

童の福祉のために必要な措置を採るとき

は、身体的苦痛を与え、人格を辱める等そ

の権限を濫用してはならない。 

第13条 児童福祉施設の長は、入所中の児

童等に対し法第47条第1項の規定により

親権を行う場合であって懲戒するとき又

は同条第3項の規定により懲戒に関しその

児童等の福祉のために必要な措置を採る

ときは、身体的苦痛を与え、人格を辱める

等その権限を濫用してはならない。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 （船橋市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部改正） 

２ 船橋市幼保連携型認定こども園の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準を定

める条例（平成２６年船橋市条例第３５号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 
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(船橋市児童福祉施設の設備及び運営に関

する基準を定める条例の準用) 

(船橋市児童福祉施設の設備及び運営に関

する基準を定める条例の準用) 

第14条 (表以外の部分略) 第14条 (表以外の部分略) 

読み替える船

橋市児童福祉

施設の設備及

び運営に関す

る基準を定め

る条例の規定 

読み替えら

れる字句 

読み替える

字句 

(略) (略) (略) 

第13条 (略) (略) 

入所中の児

童に対し法

第 47 条第 1

項の規定に

より親権を

行う場合で

あって懲戒

するとき又

は同条第3項 

(略) 

その児童 (略) 

(略) (略) (略) 
 

読み替える船

橋市児童福祉

施設の設備及

び運営に関す

る基準を定め

る条例の規定 

読み替えら

れる字句 

読み替える

字句 

(略) (略) (略) 

第13条 (略) (略) 

入所中の児

童等に対し

法第47条第

1項の規定に

より親権を

行う場合で

あって懲戒

するとき又

は同条第3項 

(略) 

その児童等 (略) 

(略) (略) (略) 
 

2 (略) 2 (略) 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 児童福祉施設の設備及び運営に関する基準の一部改正に伴い、所要の改正を行う必要が

ある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第２９号 

 

船橋市住居表示審議会条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和４年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市住居表示審議会条例の一部を改正する条例 

 

船橋市住居表示審議会条例（昭和３９年船橋市条例第３９号）の一部を次のように改正

する。 

改正後 改正前 

 (組織)  (組織) 

第3条 審議会は、委員20人以内をもって組

織する。 

第3条 審議会は、委員30人以内をもって組

織する。 

 (委員の委嘱)  (委員の委嘱) 

第4条 委員は、次に掲げる者のうちから市

長が委嘱する。 

第4条 委員は、次の各号により市長が委嘱

する。 

 (1) 住居表示を実施しようとする区域の

代表者 

 (1) 市議会議員 

 (2) 関係団体の代表者  (2) 自治会代表 

 (3) (略)  (3) (略) 

  (4) 学識経験者 

 (4) (略)  (5) (略) 

2 委員の任期は、1年とする。ただし、委

員が欠けた場合における補欠の委員の任

期は、前任者の残任期間とする。 

 

3 委員は、再任されることができる。  

4 委員は、委嘱当時の職を離れたときは、

その職を失う。 

2 委員は、委嘱当時の職を離れたときは、

その職を失なう。 

   附 則 

（施行期日） 
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１ この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際現に改正前の船橋市住居表示審議会条例第４条第１項の規定によ

り委嘱された船橋市住居表示審議会の委員である者の任期は、令和５年４月３０日まで

とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 住居表示審議会の委員の構成等の見直しに伴い、所要の改正等を行う必要がある。これ

が、この条例案を提出する理由である。 
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議案第３０号 

 

 船橋市葬具の貸付に関する条例を廃止する条例を次のように制定する。 

 

  令和４年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

   船橋市葬具の貸付に関する条例を廃止する条例 

 

船橋市葬具の貸付に関する条例（昭和５５年船橋市条例第１５号）は、廃止する。 

附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 葬具の貸付けを廃止するため、船橋市葬具の貸付に関する条例を廃止する必要がある。

これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第３１号 

 

 船橋市自転車等駐車場条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和４年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   船橋市自転車等駐車場条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市自転車等駐車場条例（平成２７年船橋市条例第５２号）の一部を次のように改正

する。 

改正後 改正前 

別表第2 別表第2 

第一種自転車等駐車場(月ぎめ利用) 第一種自転車等駐車場(月ぎめ利用) 

名称 区分 金額 (1 台

につき) 

自転

車 

原動

機付

自転

車及

び対

象自

動二

輪車 

1 (略) (略) (略) (略) (略) 

2 船橋市船橋駅

第六自転車等駐

車場(上段)、船橋

市船橋駅第十一

自転車等駐車場

(上段)、船橋市船

橋駅第十五自転

車等駐車場、船

(略) (略) (略) (略) 

名称 区分 金額 (1 台

につき) 

自転

車 

原動

機付

自転

車及

び対

象自

動二

輪車 

1 (略) (略) (略) (略) (略) 

2 船橋市船橋駅

第六自転車等駐

車場(上段)、船橋

市船橋駅第十五

自 転 車 等 駐 車

場、船橋市東船

橋駅第九自転車

等駐車場、船橋

(略) (略) (略) (略) 
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橋市東船橋駅第

九自転車等駐車

場、船橋市西船

橋駅第十三自転

車等駐車場、船

橋市船橋法典駅

第七自転車等駐

車場、船橋市原

木中山駅第一自

転車等駐車場、

船橋市原木中山

駅第三自転車等

駐車場、船橋市

津田沼駅第四自

転車等駐車場(上

段)、船橋市薬園

台駅第三自転車

等駐車場、船橋

市北習志野駅第

五自転車等駐車

場、船橋市北習

志野駅第六自転

車等駐車場、船

橋市北習志野駅

第八自転車等駐

車場 (上段を除

く。)、船橋市高

根公団駅自転車

等駐車場(1階上

段及び屋外)、船

橋市滝不動駅第

二自転車等駐車

場、船橋市小室

駅第二自転車等

駐車場、船橋市

海神駅自転車等

駐車場及び船橋

市大神宮下駅自

転車等駐車場 

市西船橋駅第十

三自転車等駐車

場、船橋市船橋

法典駅第七自転

車等駐車場、船

橋市原木中山駅

第一自転車等駐

車場、船橋市原

木中山駅第三自

転車等駐車場、

船橋市津田沼駅

第四自転車等駐

車場(上段)、船橋

市薬園台駅第三

自 転 車 等 駐 車

場、船橋市北習

志野駅第五自転

車等駐車場、船

橋市北習志野駅

第六自転車等駐

車場、船橋市北

習志野駅第八自

転車等駐車場(上

段を除く。)、船

橋市高根公団駅

自転車等駐車場

(1階上段及び屋

外)、船橋市滝不

動駅第二自転車

等駐車場、船橋

市小室駅第二自

転車等駐車場、

船橋市海神駅自

転車等駐車場及

び船橋市大神宮

下駅自転車等駐

車場 
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3 船橋市船橋駅

第五自転車等駐

車場(上段)、船橋

市船橋駅第六自

転車等駐車場(下

段)、船橋市船橋

駅第十一自転車

等駐車場(上段を

除く。)、船橋市

東船橋駅第三自

転車等駐車場、

船橋市西船橋駅

第九自転車等駐

車場、船橋市西

船橋駅第十自転

車等駐車場(下段

を除く。)、船橋

市船橋法典駅第

二自転車等駐車

場、船橋市下総

中山駅第一自転

車 等 駐 車 場 (2

階)、船橋市南船

橋駅第二自転車

等駐車場、船橋

市南船橋駅第三

自 転 車 等 駐 車

場、船橋市塚田

駅自転車等駐車

場、船橋市津田

沼駅第四自転車

等駐車場(下段)、

船橋市薬園台駅

第一自転車等駐

車場、船橋市習

志野駅第二自転

車等駐車場、船

橋市北習志野駅

第七自転車等駐 

(略) (略) (略) (略) 3 船橋市船橋駅

第五自転車等駐

車場(上段)、船橋

市船橋駅第六自

転車等駐車場(下

段)、船橋市船橋

駅第十一自転車

等駐車場、船橋

市東船橋駅第三

自 転 車 等 駐 車

場、船橋市西船

橋駅第九自転車

等駐車場、船橋

市西船橋駅第十

自転車等駐車場

(下段を除く。)、

船橋市船橋法典

駅第二自転車等

駐車場、船橋市

下総中山駅第一

自転車等駐車場

(2階)、船橋市南

船橋駅第二自転

車等駐車場、船

橋市南船橋駅第

三自転車等駐車

場、船橋市塚田

駅自転車等駐車

場、船橋市津田

沼駅第四自転車

等駐車場(下段)、

船橋市薬園台駅

第一自転車等駐

車場、船橋市習

志野駅第二自転

車等駐車場、船

橋市北習志野駅

第七自転車等駐

車場、船橋市高 

(略) (略) (略) (略) 
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車場、船橋市高

根公団駅自転車

等駐車場(2階)、

船橋市三咲駅自

転車等駐車場、

船橋市二和向台

駅第一自転車等

駐車場(2階及び

屋外)、船橋市飯

山満駅第一自転

車等駐車場、船

橋市船橋日大前

駅西口第一自転

車等駐車場、船

橋市船橋日大前

駅西口第二自転

車等駐車場、船

橋市船橋日大前

駅東口第一自転

車等駐車場及び

船橋市船橋日大

前駅東口第二自

転車等駐車場 

4及び5 (略) (略) (略) (略) (略) 
 

根公団駅自転車

等駐車場(2階)、

船橋市三咲駅自

転車等駐車場、

船橋市二和向台

駅第一自転車等

駐車場(2階及び

屋外)、船橋市飯

山満駅第一自転

車等駐車場、船

橋市船橋日大前

駅西口第一自転

車等駐車場、船

橋市船橋日大前

駅西口第二自転

車等駐車場、船

橋市船橋日大前

駅東口第一自転

車等駐車場及び

船橋市船橋日大

前駅東口第二自

転車等駐車場 

 

4及び5 (略) (略) (略) (略) (略) 
 

備考 (略) 備考 (略) 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和４年８月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から

施行する。 

 （準備行為） 

２ 改正後の船橋市自転車等駐車場条例別表第１第一種自転車等駐車場の表に規定する船

橋市船橋駅第十一自転車等駐車場に係る同条例第６条第１項に規定する利用の許可の手

続その他の行為については、この条例の施行の日前においても行うことができる。 
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理 由 

 

 第一種自転車等駐車場における自転車の月ぎめ利用に係る使用料について、所要の改正

を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第３２号 

 

 都市計画法に基づく開発行為等の基準に関する条例の一部を改正する条例を次のように

制定する。 

 

  令和４年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   都市計画法に基づく開発行為等の基準に関する条例の一部を改正する条例 

 

 都市計画法に基づく開発行為等の基準に関する条例（平成１３年船橋市条例第３２号）

の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(法第34条第11号の条例で指定する土地

の区域) 

(法第34条第11号の条例で指定する土地

の区域) 

第4条 (各号列記以外の部分略) 第4条 (各号列記以外の部分略) 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(3) (略) (3) (略) 

ア (略) ア (略) 

イ 政令第29条の9各号に掲げる区域

(災害の防止その他の事情を考慮して

支障がないと認められる区域を除

く。)を含む土地の区域 

イ 政令第8条第1項第2号ロからニま

でに掲げる土地の区域として規則で

定めるもの 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 
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理 由 

 

都市計画法の一部改正に伴い、開発行為の許可の基準について、所要の改正を行う必要

がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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議案第３３号 

 

船橋市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和４年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市営住宅条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市営住宅条例（平成９年船橋市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

別表 別表 

名称 位置 

(略) (略) 

 

 

 

 

(略) (略) 
 

名称 位置 

(略) (略) 

船橋市夏見一丁目

借上公営住宅 

船橋市夏見1丁目10

番9号 

(略) (略) 
 

   附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 夏見一丁目借上公営住宅を廃止するため、所要の改正を行う必要がある。これが、この

条例案を提出する理由である。 
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議案第３４号 

 

 船橋市営住宅条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和４年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   船橋市営住宅条例の一部を改正する条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市営住宅条例の一部を改正する条例（令和３年船橋市条例第１６号）の一部を次の

ように改正する。 

 本則の表中 

船橋市芝山第

一借上公営住

宅 

船橋市芝山2丁目5番1

棟、2棟、3棟、4棟、5棟、

6棟、7棟、8棟、9棟、10

棟、11棟、12棟、13棟、

15棟 
 

船橋市芝山第

一借上公営住

宅 

船橋市芝山2丁目5番2

棟、5棟、7棟、8棟、9棟、

10棟、11棟、12棟、15

棟 

 
 

 

船橋市芝山第

一借上公営住

宅 

船橋市芝山2丁目5番2

棟、5棟、6棟、7棟、8棟、

9棟、10棟、11棟、12棟、

13棟、15棟 
 

船橋市芝山第

一借上公営住

宅 

船橋市芝山2丁目5番2

棟、5棟、7棟、8棟、9棟、

10棟、11棟、12棟、15

棟 
 

 

船橋市芝山第

二借上公営住

宅 

船橋市芝山1丁目40番2

棟、3棟、4棟、5棟、6棟、

7棟、8棟 
 

船橋市芝山第

二借上公営住

宅 

船橋市芝山1丁目40番8

棟 

 
 

 

船橋市芝山第

二借上公営住

宅 

船橋市芝山1丁目40番3

棟、5棟、6棟、7棟、8棟 

 

船橋市芝山第

二借上公営住

宅 

船橋市芝山1丁目40番8

棟 

 

改める。 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

「 

「 

」 

を 

」 

に、 

」 

「 

を 

に 

「 

」 
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理 由 

 

 市営住宅の位置について、所要の改正を行う必要がある。これが、この条例案を提出す

る理由である。 
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議案第３５号 

 

 船橋市立中学校設置条例の一部を改正する条例を次のように制定する。 

 

  令和４年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

   船橋市立中学校設置条例の一部を改正する条例 

 

 船橋市立中学校設置条例（昭和３９年船橋市条例第２０号）の一部を次のように改正す

る。 

改正後 改正前 

(名称及び位置) (名称及び位置) 

第2条 (略) 第2条 (略) 

名称  位置 

(略)  (略) 

 

 

  

(略)  (略) 
 

名称  位置 

(略)  (略) 

船橋市立金杉台

中学校 

 船橋市金杉台1丁目2

番18号 

(略)  (略) 
 

   附 則 

 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 金杉台中学校を御滝中学校に統合することに伴い、所要の改正を行う必要がある。これ

が、この条例案を提出する理由である。 

－61－



議案第３６号 

 

   包括外部監査契約の締結について 

 

 包括外部監査契約を次のとおり締結する。 

 

  令和４年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

記 

 

１ 契 約 の 目 的  当該契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告 

２ 契 約 の 始 期  令和４年４月１日 

３ 契 約 の 金 額  １４，０００，０００円を上限とする額 

４ 費用の支払方法  監査の結果に関する報告提出後に支払うものとする。ただし、 

契約の金額の範囲内で概算払をすることができるものとする。 

５ 契約の相手方  住所 東京都墨田区八広３丁目４番１４号 

           氏名 松 原  創 

           資格 公認会計士 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 包括外部監査契約の締結について、地方自治法第２５２条の３６第１項の規定により議

会の議決を得る必要がある。 
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議案第３７号 

 

   ＪＲ南船橋駅南口市有地の処分について 

 

 若松２丁目のＪＲ南船橋駅南口市有地について、次のとおり土地を処分する。 

 

  令和４年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹 

 

 

記 

 

１ 処分する土地  所在地  船橋市若松二丁目１番１２、１３ 

          面 積  ６，８７０．７２平方メートル 

２ 処 分 価 格  ３，９００，０００，０００円 

３ 契約の相手方  東京都中央区日本橋室町三丁目２番１号 

三井不動産レジデンシャル株式会社 

          代表取締役社長 嘉村 徹 

 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 ＪＲ南船橋駅南口市有地を処分するについて、議会の議決に付すべき契約及び財産の取

得又は処分に関する条例第３条の規定により議会の議決に付す必要がある。 
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議案第３８号 

 

   市道の路線認定について 

 

 市道の路線を次のとおり認定する。 

 

  令和４年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  

認定    
 

路線番号 起       点 終       点 
路  線  内  訳 

備  考 
巾 員 m 延 長 m 

32-066 馬込西２丁目 766-112 馬込西２丁目 748-58 
6.00  

306.55   

6.00 

  50-253 飯山満町１丁目 271-4 飯山満町１丁目 271-4 
6.00 

  

 10.85  

6.00   

66-104 二和西２丁目 141-27 二和西２丁目 141-35 
6.00  

146.73  

6.00  

79-139 小室町 3463 小室町 3459 
16.00  

88.50   

16.00  

合 計    
552.63  

 

 

 

 

 

理 由 

 

 市道の路線認定について、道路法第８条第２項の規定により議会の議決を得る必要があ

る。 
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議案第３９号 

 

船橋市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の一部

を改正する条例を次のように制定する。 

 

令和４年２月１５日提出 

 

                        船 橋 市 長  松  戸   徹  

 

 

船橋市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例の

一部を改正する条例 

 

船橋市指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例（令和

元年船橋市条例第９号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

(従業者の数) (従業者の数) 

第6条 (略) 第6条 (略) 

2 (各号列記以外の部分略) 2 (各号列記以外の部分略) 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(3) 当該指定児童発達支援事業所(社会

福祉士及び介護福祉士法附則第27条第

1項の登録に係る事業所である場合に

限る。)において、医療的ケアのうち特

定行為(同法附則第10条第1項に規定す

る特定行為をいう。次条及び第79条に

おいて同じ。)のみを必要とする障害児

に対し、当該登録を受けた者が自らの事

業又はその一環として特定行為業務(同

法附則第27条第1項に規定する特定行

為業務をいう。次条及び第79条におい

て同じ。)を行う場合 

(3) 当該指定児童発達支援事業所(社会

福祉士及び介護福祉士法附則第20条第

1項の登録に係る事業所である場合に

限る。)において、医療的ケアのうち特

定行為(同法附則第3条第1項に規定する

特定行為をいう。次条及び第79条にお

いて同じ。)のみを必要とする障害児に

対し、当該登録を受けた者が自らの事業

又はその一環として特定行為業務(同法

附則第20条第1項に規定する特定行為

業務をいう。次条及び第79条において

同じ。)を行う場合 

3～8 (略) 3～8 (略) 

第7条 (略) 第7条 (略) 
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2 (各号列記以外の部分略) 2 (各号列記以外の部分略) 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(3) 当該指定児童発達支援事業所(社会

福祉士及び介護福祉士法附則第27条第

1項の登録に係る事業所である場合に

限る。)において、医療的ケアのうち特

定行為のみを必要とする障害児に対し、

当該登録を受けた者が自らの事業又は

その一環として特定行為業務を行う場

合 

(3) 当該指定児童発達支援事業所(社会

福祉士及び介護福祉士法附則第20条第

1項の登録に係る事業所である場合に

限る。)において、医療的ケアのうち特

定行為のみを必要とする障害児に対し、

当該登録を受けた者が自らの事業又は

その一環として特定行為業務を行う場

合 

3～8 (略) 3～8 (略) 

(従業者の数) (従業者の数) 

第79条 (略) 第79条 (略) 

2 (各号列記以外の部分略) 2 (各号列記以外の部分略) 

(1)及び(2) (略) (1)及び(2) (略) 

(3) 当該指定放課後等デイサービス事業

所(社会福祉士及び介護福祉士法附則第

27条第1項の登録に係る事業所である

場合に限る。)において、医療的ケアの

うち特定行為のみを必要とする障害児

に対し、当該登録を受けた者が自らの事

業又はその一環として特定行為業務を

行う場合 

(3) 当該指定放課後等デイサービス事業

所(社会福祉士及び介護福祉士法附則第

20条第1項の登録に係る事業所である

場合に限る。)において、医療的ケアの

うち特定行為のみを必要とする障害児

に対し、当該登録を受けた者が自らの事

業又はその一環として特定行為業務を

行う場合 

3～8 (略) 3～8 (略) 

附 則 

 この条例は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

理 由 

 

 児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関する基準の一部改

正に伴い、規定の整備を行う必要がある。これが、この条例案を提出する理由である。 
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諮問第１号 

 

人権擁護委員の候補者推薦について 

 

 人権擁護委員今野 惠美子は、令和４年６月３０日をもって任期が満了するので、法務

大臣に対し、引き続いて同人を委員の候補者として推薦したいから、議会の意見を問う。 

 

令和４年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  
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諮問第２号 

 

人権擁護委員の候補者推薦について 

 

人権擁護委員雨宮 宏は、令和４年６月３０日をもって任期が満了するので、法務大臣

に対し、引き続いて同人を委員の候補者として推薦したいから、議会の意見を問う。 

 

令和４年２月１５日提出 

 

船 橋 市 長  松  戸   徹  
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諮問第３号 

 

人権擁護委員の候補者推薦について 

 

人権擁護委員福澤 繁樹は、令和４年６月３０日をもって任期が満了するので、法務大

臣に対し、引き続いて同人を委員の候補者として推薦したいから、議会の意見を問う。 

 

令和４年２月１５日提出 

 

 船 橋 市 長  松  戸   徹  
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